2016年9月2日～3日
二階幹事長共謀罪に意欲、戦争法国賠訴訟、「毎日」南スーダン…、民進党代表選告示、サウジへ武器輸出、高江へ自衛隊機で物資、社説（北海道「共謀罪」、沖縄タイムス「新基地ＮＰＯ勧告…」、中央各紙・神戸・徳島「民主党代表選…」）
「共謀罪」法案提出に前向き＝二階自民幹事長
　自民党の二階俊博幹事長は２日、ＴＢＳの番組収録で、犯罪の謀議を処罰する「共謀罪」を盛り込んだ組織犯罪処罰法改正案の臨時国会への提出について「準備が整えば、そういうことだ」と前向きな考えを示した。その上で「東京五輪も控えているわけで、何か起きてからでは遅い」と述べ、法整備を急ぐ必要性を強調した。（時事通信2016/09/02-19:45）
二階・自民幹事長 　「テロ準備罪」提案に前向き
毎日新聞2016年9月3日　東京朝刊
　自民党の二階俊博幹事長は２日、政府が臨時国会への提出を検討している、「共謀罪」の成立要件を絞り込み「テロ等組織犯罪準備罪」を新設する組織犯罪処罰法改正案について、「早く準備できればそれに合わせて対応すればいい」と前向きな姿勢を示した。東京都内で記者団に語った。一方、公明党の漆原良夫中央幹事会会長は記者団に「この（臨時）国会でやることを国民が理解できるかどうかだ」と慎重姿勢を示した。 
産経新聞2016.9.2 20:15更新 
自民・二階俊博幹事長　ＴＰＰ承認「何が何でも承認に」
　自民党の二階俊博幹事長は２日、ＴＢＳ番組の収録で、２６日召集予定の臨時国会で焦点となっている環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）の承認案や関連法案について「何が何でも承認に持っていきたい。議論の時間は十分にある」と述べ、成立に強い意欲を示した。
　政府が「共謀罪」の名称を「テロ等組織犯罪準備罪」に変更する組織犯罪処罰法改正案を提出する方向で調整を進めていることには「２０２０年の東京五輪を控え、テロ対策は極めて重要だ」と強調した。
　安倍晋三首相の党総裁任期延長論をめぐっては「今のところ、安倍首相の後は安倍首相だという声が大きい」とし、党内論議を進める考えを示した。
二階幹事長 ＴＰＰ関連議案「何が何でも承認に」
ＮＨＫ9月2日 23時07分
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自民党の二階幹事長は、民放のテレビ番組の収録で、来月下旬に召集される臨時国会での、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会承認を求める議案などの取り扱いについて、「何が何でも承認にもっていきたい」と述べ、成立に意欲を示しました。
この中で二階幹事長は、来月２６日に召集される臨時国会で、焦点の１つとなっている、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会承認を求める議案などの取り扱いについて、「何が何でも承認にもっていきたい。議論する時間は十分にある」と述べ、成立に意欲を示しました。
また、二階氏は記者団に対し、法務省が「共謀罪」を新設するための関連法案の構成要件を厳しくし、罪名も変更して早期に国会に提出したいとしていることに関連し、「法案の準備が早くできれば、それに合わせて対応していくべきだ」と述べ、秋の臨時国会に法案を提出することもあり得るという認識を示しました。
一方、公明党の漆原中央幹事会会長は記者団に対し、「あれだけ反対が強かった共謀罪の法案を、秋の臨時国会でやることを、国民が理解できるかどうかだ」と述べ、法案の提出を急ぐべきではないという考えを示しました。
テロ情報収集の要員倍増＝東京五輪控え体制強化－政府
　政府は２日午前の閣議で、テロ関連情報の収集体制を強化するため、首相官邸直轄の「国際テロ情報収集ユニット」と在外公館の担当官を現在の計約４０人から約８０人に倍増する政令を決定した。海外で邦人が犠牲となる国際テロも起こる中、２０２０年の東京五輪・パラリンピックを控え、情報収集能力の向上や共有を徹底する。
　増員するスタッフは、ユニットと在外公館に約２０人ずつ振り分ける。ユニットには事案対処能力を高めるため、外務、防衛両省や警察庁などから参事官クラスの幹部４人を新たに投入。インターネット上に出回るテロ情報の収集や分析に優れた人員も置く。　
　在外公館については、東南・南アジア、中東、アフリカの４地域の中で増員を図る。
　菅義偉官房長官は２日の記者会見で、「テロを未然に防ぎ、邦人の安全を守るのは政府の最大の責務だ。情報収集は極めて大事なので、人員を増やしてテロ対策に万全を期したい」と述べた。（時事通信2016/09/02-15:04）
産経新聞2016.9.2 18:27更新 
政府、国際テロ情報収集体制を強化　要員倍増８０人に
　政府は２日、テロに関連する情報を一元的に集約する「国際テロ情報収集ユニット」を現行の４０人程度から８０人程度に増員すると発表した。７月にバングラデシュの首都ダッカで起きたテロ事件で日本人７人が犠牲となるなど、国際的なテロが厳しさを増す中で情報収集態勢を強化し、政府のインテリジェンス能力を高めることが狙い。
　ユニットは重点地域を東南アジア、南アジア、中東、アフリカの４地域に分けて担当。国内では、各国の情報機関との関係構築やインターネット上のテロ関連情報の有効活用などにあたり、それぞれに担当の審議官を置いているが、新たに課長級の参事官ら２０人配置する。情報源の開拓などに取り組む在外公館への派遣要員も２０人増やす。
　７日に新体制に移行し、関連費用として約７億８千万円を平成２８年度第２次補正予算案に盛り込む。
国側、請求棄却求める＝安保法制めぐる国賠訴訟－東京地裁
　安全保障関連法は憲法に違反し、制定により平和的生存権などを侵害されたとして、全国の市民約４５０人が１人１０万円の国家賠償を求めた訴訟の第１回口頭弁論が２日、東京地裁（後藤健裁判長）であった。国側は「権利や利益の侵害は生じていない」として請求棄却を求めた。
　弁護団によると、安保法制をめぐる集団訴訟はこれまで全国８地裁で起こされており、他の地裁でも提訴が予定されている。
　原告側は、集団的自衛権の行使を容認した安保法制は、戦争放棄を定めた憲法９条に違反しており無効だと主張。改正手続きを取らずに解釈変更を行っており、国民の憲法改正・決定権を侵害したなどと訴えている。
　安保法制をめぐっては、自衛隊出動の差し止め訴訟も起こされており、２９日に第１回弁論が東京地裁で開かれる。（時事通信2016/09/02-17:52）
安保法集団訴訟 　国側が棄却求める　東京地裁で初弁論
毎日新聞2016年9月2日　19時56分（最終更新　9月2日　19時56分）
　３月の安全保障関連法施行により人格権を侵害されたとして、市民ら４５７人が国に１人１０万円の賠償を求めた集団訴訟の第１回口頭弁論が２日、東京地裁（後藤健裁判長）であった。 
　国側は「原告が主張する被害は抽象的で、漠然とした不安感の域を出ず権利侵害には当たらない」として請求棄却を求めた。同様の訴訟は全国８地裁であり、口頭弁論は今回が初めて。 
　原告側は空襲被害者ら５人が意見陳述し、「安保法によって憲法９条が破壊され、心に傷を負った」「国家権力によって生き方を否定された」などと訴えた。国側は結審を求めたものの後藤裁判長は裁判を続行するとし、１２月の次回弁論までに国側の主張に反論するよう原告側に求めた。【伊藤直孝】 
産経新聞2016.9.2 17:38更新 
「安保関連法」違憲訴訟、東京地裁で弁論第１号　国は棄却求める
　安全保障関連法に基づく集団的自衛権の行使は憲法が定める生存権を侵害しているとして、法律家や市民団体でつくる「安保法制違憲訴訟の会」の原告４５７人が国に４５７０万円の損害賠償を求めた訴訟の第１回口頭弁論が２日、東京地裁（後藤健裁判長）であった。国は「権利侵害はない」として、請求棄却を求めた。
　同会はこれまでに東京地裁を含む計８の地裁・支部に計９件の同様の集団訴訟を起こしているが、口頭弁論は第１号。
　同会がこの損害賠償請求訴訟とは別に、集団的自衛権の行使差し止めを求めた訴訟の第１回弁論は同地裁で２９日に行われる。同会は今後も各地の地裁への集団提訴を計画しているほか、２次提訴も検討している。
“平和に暮らす権利侵害” 安保法反対の訴訟始まる 東京地裁
ＮＨＫ9月2日 20時29分
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安全保障関連法に反対する市民が、「憲法で保障された平和に暮らす権利などが侵害された」として、国を訴えた集団訴訟が東京地方裁判所で始まりました。国は「原告の訴えは抽象的だ」として、訴えを退けるよう求めました。
この裁判は、４５０人余りの市民が「安全保障関連法によって戦争に巻き込まれるおそれが高まり、憲法で保障された平和に暮らす権利などが侵害された」として、国に１人当たり１０万円の賠償を求めているものです。
裁判は２日から東京地方裁判所で始まり、神奈川県の横須賀基地の近くに住む原告の男性は、「アメリカ軍と自衛隊が一緒になって軍事行動を起こせば、横須賀基地に対するテロの脅威がさらに増してしまう」と訴えました。
一方、国は「訴えは抽象的なもので、原告たちが具体的に権利を侵害されたとは認められない」と反論し、訴えを退けるよう求めました。
裁判のあとの会見で、原告側の弁護士は「すでに全国８つの裁判所で２７００人が同様の訴えを起こしている。国民の声を１つにして闘っていきたい」と話していました。
しんぶん赤旗2016年9月3日(土)

防衛省　「防衛技術戦略」初策定　兵器開発でも米に追随　大学・企業の先端技術吸収狙う

　防衛省は８月３１日、約２０年先までの兵器開発の方向性を示す「防衛技術戦略」を初めて策定しました。米国防総省の兵器開発計画に日本を組み込むためのもので、日米新ガイドライン（軍事協力の指針）に盛り込まれた「装備・技術協力」に沿い、大学・研究機関、民間企業を動員した研究開発面での日米一体化の加速が狙われています。

　同省は「技術戦略」と同時に、約２０年先までの重点技術分野を示した「中長期技術見積り」を９年ぶりに改定。ロボットや陸海空の無人兵器、兵士のロボット化（パワードスーツ）、電磁加速砲（レールガン）などの開発構想をあげ、４分野（表）を特に重視するとしています。

　これらの分野は、「技術戦略」自体が米国防総省の「第３のオフセット（相殺）戦略」に言及しているとおり、多くが米国の重視分野に追随、合致する内容となっています。

技術で覇権維持

　「第３の相殺戦略」とは、ヘーゲル前国防長官が２０１４年１１月に「国防イノベーション構想」の中で表明したもの。中国やロシアの軍近代化などに対抗するため、「最新技術の普及が従来の戦闘様相を変えるとの認識の下、自国の技術的優越を維持・拡大する」（技術戦略）ものです。軍が科学技術を主導するとの発想が根底にあります。

　同戦略で米国は、民生技術の利用や同盟国との連携を重視しています。こうした方針の下、１５年４月には日米ガイドラインを改定。今年６月の防衛相会談では技術戦略の協議が合意されていました。

民生技術が標的

　そのため「技術戦略」では、中国やロシアの動向にふれ、「ゲーム・チェンジャーとなりうる革新技術」や「産学との連携」の必要性を強調するなど、米国と同様の問題認識が示されています。

　名古屋大の池内了名誉教授（宇宙物理学）は、「技術戦略」などで示された技術分野について「総花的だ」と指摘。同省の来年度予算概算要求にドローンや人工知能（ＡＩ）などの民生技術の兵器実用化に向けた事業（４億円）が盛り込まれたことをあげ、「これから具体的に標的を絞ってくる」と警戒します。

	[image: image3.jpg]ERINEBIRY BIFRITEE0D

FMAM(DR Y bZEE| Ry bR

ABEEABK K LD | BERRHT GR AL

A — MECATHIEE 3 [ /DEUEE T

y N2 L AEHEE [Cy Fr—X

SHALRILF i SEEMERM (3D 7Y Y )

RESHROBEEEREALE [ Xy T —J Y XFAEE







特集ワイド 　続報真相　南スーダンへの自衛隊派遣　空論でなく現実見よ
毎日新聞2016年9月2日　東京夕刊
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国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）が今年７月に提供した首都ジュバでのＰＫＯの写真。混乱する現地で、自衛隊も防弾チョッキを着て宿営地を防衛することになるのか？＝ＡＰ
　机上の空論と言わずして何だろう。アフリカ・南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）への自衛隊派遣のことだ。安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」と「宿営地の共同防護」の新たな任務が１１月にも課せられる方向だ。現地を知る専門家は「政府の想定とかけ離れた現実」と指摘するが、このまま突き進んでいいのだろうか。【吉井理記】 
　「駆け付け警護」は、自衛隊が所在地から離れた場所にいる国連職員やＮＧＯ関係者らの生命を守るために駆け付け、武器使用すること。これまでは正当防衛と緊急避難以外は憲法が禁じた「武力行使」にあたるとされていたが、安保関連法によって別表のようにＰＫＯ参加５原則を満たしたうえで、任務遂行のための武器使用を認める条件を拡大した。日本の国会で議論された「駆け付け警護」は国際法にない概念で、戦闘が続く南スーダンでの武器使用が適法かは日本が独自に判断する必要がある。 
　「知的怠慢としかいいようがない。日本政府が想定するような状況が、南スーダンで本当にあり得ると考えているのでしょうか。ＰＫＯ参加５原則の柱である『当事者間の停戦』はとっくに崩壊しています」と根本的な疑問を投げかけるのは東京外語大の伊勢崎賢治教授だ。日本政府代表や国連の現地責任者としてシエラレオネ、アフガニスタンに乗り込んで武装勢力の武装解除の責任者を務めた「紛争解決のプロ」だ。 
　南スーダンへの自衛隊派遣は２０１２年に始まったが、翌１３年から政府側と反政府側との事実上の内戦状態に突入。昨年８月にいったん停戦合意が成立し統一政府が発足したものの、今年７月には大規模な衝突が発生し８月には統一政府を作っていた元反政府側トップが国外脱出する事態になっているのだ。自衛隊は国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）の管理下で活動しているが停戦崩壊した状況でのＰＫＯは現地では中立と受けとめられていないと伊勢崎さんは指摘する。 
　「南スーダン政府側は国連やＰＫＯ部隊、援助団体職員の活動を『干渉』と敵視し始めています。現に７月には南スーダン政府軍の兵士集団が、人道支援団体の外国人が滞在していた施設を襲撃する事件が発生したと報じられています。自衛隊はどう対応するのでしょうか」 
　南スーダンで民生復興支援を続けてきた日本国際ボランティアセンターの谷山博史代表理事も、停戦は成立していると強弁する日本政府の姿勢を危惧する。駆け付け警護の政府見解は「国または国に準ずる組織の場合は憲法が禁じる『武力行使』にあたる恐れがある」との立場のため、「政府軍が敵対者として登場しない状況を無理やり設定している」と指摘する。 
　「実際の紛争現場で『武装勢力』『テロリスト』と政府軍をどうやって見分けろというのでしょうか。あまりに現実離れした要求です。軍服を着ていなければ、民間人と武装勢力・テロリストの区別もつかないでしょう。アフガニスタンでは、多くの民間人が米軍などに殺害されました。私たちの現地スタッフの親族も犠牲になったのです」 
　民間人に犠牲者が出れば住民感情は悪化する。政府・反政府問わず、武器を使用すれば、どちらか一方への肩入れ、と受け取られかねない。いざという時、自衛隊員はためらわずに武器を使えるか。伊勢崎さんは「『撃てない銃』を抱えたまま、自衛隊の若者が事実上の戦地に派遣されるのです。殉職者は増える、と僕は心配しているのですが……」とつぶやいた。 
間違いあれば隊員の責任？ 
　もう一つの新たな任務「宿営地の共同防衛」もリスクが高く、「民間人を殺傷した場合の責任の所在が不明確」と懸念するのは、カンボジアＰＫＯなどを現地取材した経験のある軍事ジャーナリスト、前田哲男さんだ。 
　「例えば宿営地に車が向かってくる。武装勢力か避難民か分からない。何となく銃みたいなものが見えた。隊員個人が撃った、または指揮官が発砲を命じた。相手は実は民間人だった、という場合もあり得る。この時、日本の法体系の下、だれが責任を負うのか、きちんと議論されていないんです。国の命令で派遣されるのに、間違いがあれば隊員や指揮官個人が責任を負うことになりかねない」 
　これまでの自衛隊のＰＫＯ派遣では、武器使用した自衛隊員が個人的に責任を問われないよう、正当防衛を主張するための手続きがあった。前田さんは新たな任務では過失での武器使用を含め、こうした法的問題があいまいだと指摘する。 
　「例えばこれまでの正当防衛なら警察官職務執行法をもとにした部隊行動基準があり、（警告や威嚇の射撃をしてから相手を狙い撃つ）事前回避義務があった。駆け付け警護や共同防衛は判断の遅れが命取りになる場合もある。事前回避義務が徹底できるのか」 
　自衛隊ＯＢは新たな任務をどう見ているか。０１年、自衛隊初の特殊部隊「海上自衛隊特別警備隊」の創設に携わり、７月に出版した著書「国のために死ねるか」が波紋を広げる伊藤祐靖さんを訪ねた。 
　自衛隊出身者なら、ＰＫＯなど海外活動の縛りを緩める安保関連法を歓迎するかと思いきや「個人的にはものすごく疑問です」ときっぱり。何のために自衛隊員を危険地に向かわせ、命をかけさせるのか。隊員が納得できる理由が必要だ、と感じているという。 
　「私が派遣命令を受けたら、上官に『何で？』と問いますね。命を落とす危険性がある、でも憲法との絡みで活動に制約がある、それでも国として『国家の理念』を貫くために必要な行動だ、その理由はこれこれだ、だから行け、と。そうであればいいんですよ。隊員は『事に臨んでは危険を顧みず……』と宣誓して入隊するんですから」 
　伊勢崎さんは「苦渋の代替策」を提言する。「憲法上、非現実的な武器使用を想定するしかない自衛隊に代わり、完全武装の警察を国連文民警察に派遣する。警察権の執行なら、憲法の問題はありません。そもそも事実上の戦地に派遣したくはないんですが……」 
ＰＫＯは変質、先制攻撃も許容 
　なぜこんなに現実離れした想定で計画が進んできてしまったのか。伊勢崎さんはＰＫＯを巡る国際情勢は、日本が初めて自衛隊をカンボジアに派遣した１９９２年とは変わっているのに、日本ではそれが認識されていないことが背景にあると言う。「かつてのＰＫＯは中立を守るため、停戦合意が破られればすぐ撤退しましたが、今は違う」と解説する。転機は９４年にルワンダで住民虐殺が起きた際、ＰＫＯ部隊が現地にいながら阻止できなかったことに対する国際社会の批判だったという。 
　「これ以降、ＰＫＯの最優先任務は『住民保護』になり、場合によっては中立性を捨て、住民を守るための武力行使をするようになったんです。１０年のコンゴ民主共和国（旧ザイール）ＰＫＯでは住民を攻撃する武装勢力に対し、先制攻撃する特殊部隊すら承認された。今のＰＫＯは撤退しないし、交戦主体となることをためらいません。日本だけ時計が止まったままなんです。憲法上、交戦権のない自衛隊を長年、その現場に送り続けたことに無理がある。国会とメディアの怠慢ですよ」と記者を見据えた。 
　ＰＫＯ部隊のリスクが高まったことに伴い、先進国主導の部隊編成から、紛争国周辺や発展途上国から参加を募る流れも加速しつつある。国連ＰＫＯ局資料によると、日本が初参加した９２年末、ＰＫＯ派遣人数の上位１０カ国のうち６カ国を英仏加など欧米諸国が占めた。昨年末の統計では欧米諸国は姿を消し、パキスタンなど南アジア諸国や、エチオピア、ナイジェリアなどアフリカ諸国が占めた。南スーダンで展開する１３カ国の内訳は、日本以外には、工兵部隊としてインド、韓国、中国、バングラデシュの４カ国で、残りの歩兵や航空部隊の主力はアフリカやアジアの発展途上国だ。 
　谷山さんは「今やほとんどの先進国はＰＫＯに軍を派遣していません。ＰＫＯへの貢献は自衛隊を送ることだけじゃないんです。民間や文民警察、他の公務員でだってできる。日本はいいかげん、ＰＫＯ・国際貢献＝自衛隊派遣という凝り固まった考えを捨てるべきです」と話す。 
　安保関連法で新たな任務が法的に可能になったからと、自衛隊の武器使用を急ぐ必要はない。机上の空論はやめて、何のための国際貢献か、憲法上可能なのか、現地の状況や国際情勢を踏まえた議論をすべきではないだろうか。 
安保関連法施行後の「武器使用」に関する政府見解 
　（首相官邸ウェブサイトの資料などを基に整理） 
　＜ＰＫＯ参加５原則＞ 
　１９９２年制定のＰＫＯ協力法に定めたＰＫＯ参加５原則は、（１）紛争当事者間で停戦合意が成立（２）紛争当事者がＰＫＯと日本のＰＫＯ参加に同意（３）中立性の厳守（４）原則が満たされない場合は部隊を撤収できる（５）「武器使用」は隊員の生命保護などのための必要最小限に限る。 
　＜現行法で認められる武器使用＞ 
　武器使用は、（１）隊員自身の他、一緒にいる他の隊員や管理下の住民らの生命・身体を守る「正当防衛・緊急避難」（２）自衛隊の武器・装備の防護（３）「駆け付け警護」「宿営地の共同防衛」などの任務遂行を妨害する相手の排除−−の場合に限られる。（３）では、相手が犯罪集団であることが明確な場合は武器使用が許容されるが、派遣国・周辺国の政府軍や現地警察など「国または国に準ずる組織」の場合、憲法で禁じる「武力行使」にあたる恐れがある。 
　＜憲法が禁じる武力行使＞ 
　憲法が禁じる武力行使は、「国または国に準ずる組織に対する組織的・計画的な戦闘行為」。ＰＫＯ部隊に派遣された自衛隊の活動でも認められず、仮にＰＫＯ部隊が武力行使に及んだとしても一体化することはない。 
防衛装備の協力推進で一致　日サウジ、覚書署名

共同通信2016/9/3 00:479/3 00:48updated
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会談前、握手を交わすサウジアラビアのムハンマド・ビン・サルマン副皇太子兼国防相（左）と稲田防衛相＝2日午後、防衛省　稲田朋美防衛相は2日、サウジアラビアのムハンマド・ビン・サルマン副皇太子兼国防相と防衛省で会談し、防衛装備分野での協力を含む交流推進で一致した。稲田氏は「2国間の安全保障に資する協力を進めるのは重要だ。（具体的に）どのような協力が可能かは、今後協議したい」と述べた。会談に先立ち、両当局間で防衛交流に関する覚書が署名された。

　稲田氏は覚書に関し「防衛交流を進展させる大きな一歩だ」と意義を強調。ムハンマド氏は「特に防衛装備の関係強化に努めたい」と応じた。

産経新聞2016.9.2 18:52更新 
国防相兼任のサウジ副皇太子、日本との防衛装備品協力に意欲　稲田朋美防衛相と会談
　稲田朋美防衛相は２日、来日中のサウジアラビアのムハンマド・ビン・サルマン副皇太子兼国防相と防衛省で会談した。これに先立ち、両国は防衛交流を強化するための覚書に署名。サルマン氏は会談で「特に防衛装備品分野における関係強化に努めていきたい」と述べ、稲田氏は「どのような協力か可能か今後考えていきたい」と応じた。
　会談でサルマン氏は「サウジアラビアは２０３０年までに国内での防衛装備品の製造を５０％まで引き上げることを考えている。高度な技術を持つ日本とのパートナーシップを強化したい」と強調。防衛生産基盤強化のため、日本の技術協力を求めた。
　また、稲田氏が東シナ海などで強引な海洋進出を進める中国の動向を説明した。これに対し、サルマン氏は「あらゆる地域における現状変更の試み、緊張を高める試みに反対だ」と述べた。
防衛相 サウジ皇太子と会談 中国の海洋進出に反対で一致
ＮＨＫ9月2日 22時40分
稲田防衛大臣は防衛省で、サウジアラビアの国防相を務めるムハンマド副皇太子と会談し、北朝鮮による弾道ミサイルの発射や、中国による海洋進出の活発化を踏まえて、あらゆる地域での現状変更や緊張を高める試みに反対していくことで一致しました。
サウジアラビアの国防相を務めるムハンマド副皇太子は２日午後、防衛省で、陸上自衛隊の儀じょう隊の栄誉礼を受けたあと稲田防衛大臣と会談しました。
この中で、ムハンマド副皇太子は両国の防衛協力について、「サウジアラビアは、防衛装備品の国内での製造比率を引き上げたいと考えており、高い技術を持っている日本との関係を強化していきたい」と述べました。
これに対し、稲田大臣は「２国間の安全保障に資する協力を進めていくことは重要で、どのような協力が可能なのか今後協議していきたい」と述べました。
また、両氏は北朝鮮による相次ぐ弾道ミサイルの発射や、中国が南シナ海や東シナ海で海洋進出を活発化させていることを踏まえて、あらゆる地域での現状変更や緊張を高める試みに反対していくことで一致しました。
これに先だって両国の防衛当局は高官による相互訪問や、実務者レベルの協議などを盛り込んだ防衛交流に関する覚書への署名を行いました。
防災訓練に米海兵隊機　佐賀配備デモの見方も　佐世保市
佐賀新聞2016年09月02日 10時51分 
	


	大地震を想定した訓練で、離島から救護者を搬送する米海兵隊のオスプレイ＝佐世保市の陸上自衛隊相浦駐屯地


　「防災の日」の１日、長崎県佐世保市で市防災訓練があり、米海兵隊オスプレイ２機が離島の災害救助訓練に参加した。陸上自衛隊相浦駐屯地から離島の宇久島（うくじま）を１往復し、救援物資とけが人役を搬送した。
　自治体防災訓練への米オスプレイ参加は九州で初めて。機体の輸送能力を評価する声が上がる一方、佐賀空港への陸自オスプレイ配備を見据えたデモンストレーションとの見方もある。
　長崎県北部で午前９時半ごろ、震度６強の地震発生を想定した。強い雨が降る中、相浦駐屯地に着陸した米オスプレイに災害派遣医療チームの医師らが乗り込み、午前１０時半すぎに約６０キロ離れた宇久島へ飛び立った。約１５分後に島に着陸、けが人役を１人乗せて１１時１５分すぎに再び相浦駐屯地に戻り、救急車に移した。
　報道陣の取材に応じた朝長則男市長は「オスプレイは滑走路がない所に着陸でき、スピードも速い」と有効性を強調した。佐賀空港への陸自オスプレイ配備計画に対し「安全保障に関してコメントする立場にない」としつつ、防衛省が佐賀空港を将来的に防災拠点と位置付づけていることには「大歓迎」と語った。
　一方、米軍の動向を監視するリムピース佐世保の篠崎正人さん（６９）は訓練の実効性に疑問を示し、「佐賀空港に配備されるオスプレイへのアレルギーを払しょくするための参加ではないか」と批判した。
　佐賀県関係者も訓練に注目した。県や佐賀市の職員、県議会オスプレイ特別委員会の木原奉文委員長らが一般席から見学した。木原氏は「私的に来たので、コメントは控えたい」と感想を避けた。
オスプレイ防災訓練に参加
長崎新聞2016年9月2日更新
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	オスプレイを使った負傷者搬送訓練などが行われた佐世保市総合防災訓練＝佐世保市宇久町 


	


　佐世保市は１日、陸上自衛隊相浦駐屯地（大潟町）で、本土や離島部での大規模地震発生を想定した市総合防災訓練を開いた。九州の自治体主催として初めて米軍の新型輸送機オスプレイが参加。災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）が搭乗して離島の宇久島に向かい、現地から負傷者を搬送する訓練に当たった。
　予備機を含む米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）所属の２機が参加。佐世保市によると、オスプレイが自治体の訓練に参加するのは全国で２例目で、同市の訓練に米軍の航空機が参加するのは初めて。朝長則男市長は訓練終了後「意義ある訓練になり、災害時におけるオスプレイの重要性を再認識した」と評価した。
　同日午前、救援物資の造水装置を積んで同駐屯地に着陸。市総合医療センターの医師ら３人のＤＭＡＴを乗せて宇久島へと向かった。島では島民ら約２００人が見守る中、負傷者役の市消防局職員を担架で収容し、約５０分後に駐屯地へと戻った。
　オスプレイをめぐっては２０１７年度末に同駐屯地を本部に新編される水陸機動団と一体運用するため、政府は陸自機として佐賀空港への配備を計画。だが安全性などへの懸念が根強く、地元の同意は得られていない。今回の訓練でも佐世保市の平和団体などが参加させないよう申し入れていた。
　訓練には警察や消防、自衛隊など５０団体から約１３００人が参加した。
米オスプレイ訓練、一部移転…日本の費用負担で

読売新聞2016年09月02日 10時10分

　日米両政府は１日、外務・防衛当局者による日米合同委員会を開き、沖縄県の米軍普天間飛行場に所属する輸送機「ＭＶ２２オスプレイ」の訓練の一部を、日本側の費用負担で本土や国外に移転することで合意した。

新たな基地負担軽減策の一環。普天間所属のオスプレイによる訓練の国外移転は初めてで、限定的だった県外での訓練の規模が拡大する見通しだ。菅官房長官は１日の記者会見で、「沖縄のさらなる負担軽減に寄与する」と強調した。

　普天間所属のオスプレイ２４機のうち、１６機程度が米グアムなどで９月中旬から行われる米軍単独訓練に参加する。日本側は燃料費やなど約７億円を負担する見込み。今後、日米で訓練移転の年間計画を毎年策定し、移転先は個別に調整する。

民進党代表選 ３人が立候補 政権目指す足がかり築けるか
ＮＨＫ9月3日 6時09分
民進党の代表選挙が告示され、蓮舫代表代行、前原・元外務大臣、玉木国会対策副委員長の３人が立候補して選挙戦が始まりました。選挙戦での論戦を通じて、安倍政権に対抗する政策を打ち出して、再び政権を目指す足がかりが築けるかどうかが焦点となります。
岡田代表の任期満了にともなう民進党の代表選挙は、２日告示され、届け出順に、蓮舫代表代行、前原・元外務大臣、玉木国会対策副委員長の３人が立候補して、今月１５日の臨時党大会に向けて選挙戦に入りました。
３人は、２日開かれた共同記者会見で、安倍政権の経済政策・アベノミクスにかわる経済政策を、それぞれ主張しました。
このうち蓮舫氏は、「人を大事にし、人に投資をして、将来の納税者をしっかり育て、愛すべき日本を、しっかりと次につないでいく絵を描いていきたい」と述べました。前原氏は「みんなで少しずつ負担しあい、みんなが受益者となることで、格差がなくなり、多くの人の不安が払拭（ふっしょく）される、そんな社会を作らないといけない」と述べました。
玉木氏は、「日本が将来に残すべき最大の資産は人であり、借金してでも、誰もが安心して子育てをし、教育を受けられるための環境を整備したい」と述べました。
３人の候補者は３日から、大阪や仙台それに札幌など、全国１０か所で街頭演説や討論会を行うことにしていて、安倍政権に対抗する政策を打ち出して、再び政権を目指す足がかりが築けるかどうかが焦点となります。
民進党代表選 ３候補が共同会見
ＮＨＫ9月2日 16時41分
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民進党の代表選挙に立候補した蓮舫代表代行、前原元外務大臣、玉木国会対策副委員長が党本部でそろって記者会見し、憲法改正や、共産党などとの野党連携に対する考え方を示しました。
岡田代表の任期満了に伴う民進党の代表選挙が２日告示され、届け出順に、蓮舫代表代行、前原元外務大臣、玉木国会対策副委員長の３人が立候補して、今月１５日の臨時党大会に向けて選挙戦に入りました。
３人は、午後、党本部でそろって記者会見を行いました。
蓮舫氏は「私が目指すのは、新世代の民進党。そのために代表になってこの党を引っ張っていきたい。人を大事にし、人に投資をして、将来の納税者をしっかり育て、愛すべき日本をしっかりと次につないでいく絵を描いていきたい」と述べました。
前原氏は「『もう一度、われわれにチャンスをいただきたい』と国民に土下座をする先頭には、戦犯である私がふさわしい。みんなで少しずつ負担しあい、みんなが受益者となることで、格差がなくなり、多くの人の不安が払拭（ふっしょく）される、そんな社会を作らないといけない」と述べました。
玉木氏は「自民党にかわる、国民に信頼して選んでもらえるような政治集団をゼロからつくり直したい。日本が将来に残すべき最大の資産は人であり、借金してでも、誰もが安心して子育てをし、そして教育を受けられるための環境を整備したい」と述べました。
憲法改正について
蓮舫氏は「憲法９条は守りたいと思っているが、時代の変化を経て、社会のさまざまな問題や課題に対して、憲法で足りないところはないのか考えるべきだ」と述べました。
前原氏は「自衛隊の位置づけについては、党内で議論しなければいけないが、平和主義はしっかり守る。同時に、将来の日本を構想する憲法論議を党内でしていきたい」と述べました。
玉木氏は「立憲主義を守ることを大原則にしたうえで、憲法裁判所の必要性や地方自治など統治機構の在り方は、積極的に議論すべきだ。また、民主党時代にまとめた憲法提言のようなものを、民進党でも、今後１年をめどにまとめるべきだ」と述べました。
野党４党の連携について
岡田代表の執行部が進めてきた共産党などとの野党４党の連携について、
蓮舫氏は「今後どういう展開ができるか、党員たちの声に真摯（しんし）に耳を傾けたい。ただ、衆議院選挙で、綱領や政策が違う政党と政権を目指すことはありえない」と述べました。
前原氏は「衆議院選挙は政権選択の選挙なので、一度、岡田路線はリセットすべきだ。天皇制、自衛隊、日米安保、消費税で、共通認識をもてる政党としか連立を組むつもりはないことを高らかに掲げるべきだ」と述べました。
玉木氏は「基本的に考え方の違う政党とは一線を画すことが大原則だが、個々の選挙区の事情によって、いろいろな思いで１つの結果に至ることはある」と述べました。
野党共闘見直しにじむ＝３候補、保守票を意識－民進代表選
　三つどもえの争いとなった民進党代表選。出馬した蓮舫、前原誠司、玉木雄一郎各氏は論戦を通じ、互いに差別化を図ろうと努めた。ただ、焦点の野党共闘の在り方をめぐっては、３候補とも次期衆院選での保守票取り込みを意識し、岡田克也代表が進めた共産党との共闘の見直しをにじませている。
　民進党にとって大きな課題は、先の参院選１人区で共産党などと候補者を一本化した野党共闘を衆院選でも続けるかどうかだ。
　岡田執行部の継承者と目される蓮舫氏は、参院選での共闘に「一定の評価」を与える一方、衆院選への対応については「代表になってから、党内の声に真摯（しんし）に耳を傾けたい」として態度を明確にしなかった。蓮舫氏は党内リベラル系の支持を受ける一方、保守系にも浸透を図りたい考えのため、岡田路線の修正に含みを持たせている。
　一方、保守系代表格の前原氏はこれまで、リベラル系の支持も得ようと条件付きで共闘を容認する姿勢を示してきた。しかし、旧社会党系グループなどが蓮舫氏支持に回ったことを受け、保守色を再び前面に出し始めた。岡田路線の「リセット」に言及し、野党統一候補が敗北した７月の東京都知事選について「一番悪い例。共闘ありき、政策後回しで有名人を出した。国民をばかにしている」とまで言い切った。
　「第３の候補」として参戦した玉木氏は「リベラル保守」を標ぼう。「単独で政権を担える政党にならないといけない」と強調し、共闘に関しては「基本的考え方の違う政党とは一線を画す」と明言した。
　前原氏が「保守層をしっかり取らないと政権交代はできない」と指摘するように、保守層の「受け皿」となれるかは党勢回復の条件の一つ。安倍晋三首相は安全保障関連法を成立させたのに続き、憲法改正にも意欲を示しており、政権との対立軸をどう構築していくかについても各候補は明確な説明を求められそうだ。（時事通信2016/09/02-20:12）
共産との協力、改憲巡り３氏討論…民進党代表選

読売新聞2016年09月02日 19時52分

　民進党代表選（１５日投開票）は２日告示され、蓮舫代表代行（４８）、前原誠司・元外相（５４）、玉木雄一郎衆院議員（４７）が立候補し、三つどもえの構図となった。

　３氏は立候補届け出後、党本部での共同記者会見や日本記者クラブ主催の討論会に臨み、次期衆院選での共産党との選挙協力のあり方や憲法改正論議への対応を巡って、意見を戦わせた。

　蓮舫氏は共同記者会見で、岡田代表が進めた共産党との選挙協力について「一定の評価がある。枠組みをどう展開できるのか、党員・サポーターの声に耳を傾ける」と述べた。これに対し、前原氏は「岡田路線はリセットすべきだ」と見直しを主張し、玉木氏も「基本的考え方の違う政党とは一線を画す」として蓮舫氏との違いを際立たせた。

　憲法改正論議を進めることには、３氏とも前向きな姿勢を見せたが、９条改正への対応では温度差が出た。

　前原氏は「憲法に自衛隊の位置づけがない。党内でしっかりと議論すべきだ」と９条改正の持論をにじませたのに対し、蓮舫氏は「９条を守ってほしいという国民の声はとても大事だ。９条は守りたい」と９条改正に反対の立場を鮮明にした。玉木氏も「海外での自衛隊の武力行使を認めるような９条の改正には反対だ」と述べた。

　代表選は岡田氏の任期満了に伴うもので、民主党と維新の党が合流して今年３月に誕生した民進党にとって、初めての実施となる。

民進代表選 　「新世代」か「経験」か　３氏、党再建で論戦
毎日新聞2016年9月2日　20時21分（最終更新　9月2日　22時29分）
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民進党代表選に立候補し、記者会見冒頭で握手を交わす（左から）蓮舫氏、前原誠司氏、玉木雄一郎氏＝東京都千代田区の日本記者クラブで２０１６年９月２日午後３時２５分、後藤由耶撮影
　民進党代表選は２日告示され、蓮舫代表代行（４８）、前原誠司元外相（５４）、玉木雄一郎国対副委員長（４７）の３氏による選挙戦が始まった。３氏は党本部で共同記者会見後、日本記者クラブ主催の記者会見に出席。党再建に取り組むと強調し、次期衆院選に向けた共産党との選挙協力や憲法改正へのスタンスについて議論を交わした。１５日に投開票し、新代表を選出する。【野口武則】 
　蓮舫氏は「目指すのは新世代の民進党。ガラスの天井（女性の社会進出を阻む見えない障害）を打ち破る」と述べ、初の女性首相を目指す姿勢をアピールした。旧民主党政権で重要閣僚を務めた前原氏は「私は戦犯の一人。国民の前に土下座して、もう一度チャンスを頂きたい」と訴え、経験を生かして党再建に取り組むと強調した。当選３回の玉木氏は「変革の思いを訴えないと民進党が本気で変わろうとする覚悟を見せられない」と、刷新を訴えた。 
　共産党との選挙協力について、蓮舫氏は「党員の声に真摯（しんし）に耳を傾ける」と語った。前原氏は「岡田路線はリセットすべきだ」と仕切り直しを主張し、玉木氏は「一線を画すのが大原則」と述べた。 
　憲法改正の議論には条件付きも含め、３氏とも応じる考えを示した。蓮舫氏は「９条を守る」と強調。前原氏は「少数意見に配慮すべきだ」と述べ、玉木氏は「憲法提言をまとめるべきだ」と語った。安倍晋三首相の経済政策「アベノミクス」については「人への投資に（もっと予算を）使う」（蓮舫氏）「いずれ命脈がつきる」（前原氏）などと批判した。 
　また蓮舫氏は、１０月に予定される衆院東京１０区補選にくら替え立候補するかについて「私自身が今の参院議員ではいけないと認識は持っている。覚悟はいつでも行動に移そうと考えている」と述べ、否定しなかった。 
　代表選は岡田克也代表の任期満了に伴うもので、３月の結党後初めて。新代表の任期は２０１９年９月末までの３年間。３日から全国１０都市で討論会や街頭演説を行う。 
民進代表選 　３氏の戦い…蓮舫氏、前原氏、玉木氏が立候補
毎日新聞2016年9月2日　11時48分（最終更新　9月2日　13時03分）
　民進党代表選が２日告示され、蓮舫代表代行（４８）、前原誠司元外相（５４）、玉木雄一郎国対副委員長（４７）の３人が立候補を届け出た。蓮舫、前原両氏の一騎打ちと見られていたが、玉木氏の立候補で３氏の争いとなった。低迷する党勢の回復に向け、共産党との選挙協力や憲法改正へのスタンスを巡って論戦が交わされる。１５日の臨時党大会で新代表が選出される。 
　蓮舫氏は届け出後、国会内で記者団に「わくわくする政治、さわやかな戦い、女性の挑戦、頑張りたい」と語った。前原氏は「シビアに論戦を戦わせ、最後は一致結束で国民に希望を持っていただけるよう頑張りたい」と発言。告示直前に国会議員２０人の推薦人を確保した玉木氏は、「次世代の党代表として全力で挑みたい」と述べた。 
　今回の代表選は岡田克也代表の任期満了に伴うもので、３月の結党後初めて。新代表は２０１９年９月までの任期中に衆院議員の任期満了（１８年１２月）を迎えるため、次期衆院選を戦うことが想定される。党支持率が低迷するなか、「選挙の顔」を意識した代表選となりそうだ。 
　１５日の臨時党大会で地方議員と党員・サポーターの開票結果が発表された後、国会議員と国政選挙の公認予定者が投票する。 
　三つどもえとなったため１回目の投票でどの候補も過半数を得られない可能性があり、その場合、国会議員と公認予定者による上位２人の決選投票が行われる。 
　蓮舫氏は事実上、岡田氏の後継との位置付けで、リベラル系の赤松広隆元農相グループや旧民社党系グループなどのほか、細野豪志元環境相グループなど一部保守系の支援も受ける。前原氏は保守系の長島昭久元副防衛相グループや、中間派の大畠章宏元経済産業相グループの一部が支援。玉木氏は若手を中心に支持を受け、菅直人元首相も推薦人となった。知名度の高い蓮舫、前原両氏を軸とした選挙戦となりそうだ。 
　共産党との選挙協力では、蓮舫氏は基本的に現執行部の路線を継続する考え。前原氏は「基本政策で協力できるところと協力する」としている。玉木氏は共産党との共闘に距離を置く。 
　蓮舫氏は憲法改正について９条堅持を訴えつつ、衆参の憲法審査会で議論に積極参加する考えだ。前原氏は９条も含めて議論すべきだが、改憲は最優先課題ではないと主張。玉木氏は代表選の政見に「平和主義を堅持する」と記した。【朝日弘行】 
民進党代表選の仕組み 
　民進党代表選は（１）国会議員（２）国政選挙公認予定者（３）地方議員（４）党員・サポーター−−の投票をポイント換算して各候補に割り振る。党員・サポーターと地方議員を合わせた地方票が半数を超える。（１）（２）は１５日の臨時党大会で投票し、（３）（４）は郵送で投票する。今回は総計８４９ポイント。国会議員（１４７人、民進会派の無所属１人を含む）は１人２ポイントで２９４ポイント、公認予定者（１１８人）には１人１ポイントが割り当てられる。党員・サポーター（約２３万５０００人）は計２３１ポイント。全国に占める有権者数や党員・サポーター数の割合に応じて都道府県ごとにポイントを振り分け、候補者に比例配分する。地方議員（約１６００人）は計２０６ポイントで、全国集計して候補者に比例配分する。 
　どの候補も過半数を取れなかった場合、上位２人の決選投票が国会議員と公認予定者により行われる。 
野党共闘巡り３氏隔たり　民進代表選 
日経新聞2016/9/2 14:29
　民進党代表選に立候補した蓮舫代表代行、前原誠司元外相、玉木雄一郎国会対策副委員長は２日午後、党本部で共同記者会見に臨んだ。前原氏は岡田克也代表が敷いた共産党などとの共闘路線について「岡田路線はリセットすべきだ」と表明した。蓮舫氏は「（共産、生活、社民との）枠組みをどう展開するか耳を傾けたい」と継続しながらも見直しに含みを持たせた。
　玉木氏は「基本的な考え方の違う政党とは一線を画す」と述べ、共産党は距離を置くべきだと主張した。
　憲法改正に関し、玉木氏は１年をめどに党として憲法に関する党の考え方をまとめたいと強調。蓮舫氏は地方自治のあり方などを例示し「社会の課題で足りないところがある」として、議論を進める考えを示した。前原氏は「党内で議論したい」と語った。
　アベノミクスへの対案となる経済政策について前原氏は再分配政策を通じて「みんなが少しずつ（税を）負担し、みんなが受益者になる社会をつくる」と表明。蓮舫氏は「安心の好循環社会をつくりたい。税金が行政サービスで返ってくる社会をつくる」と行政改革の徹底を力説した。


民進代表選、「…ノミクス」に賛否
　２日に行われた民進党代表選候補者の共同記者会見では、安倍晋三首相に対抗し、経済政策に自らの名を冠するかどうかで立場が分かれた。
　玉木雄一郎国対副委員長は「タマキノミクスを出したい」と積極的。前原誠司元外相は「結果的にそれがマエハラノミクスと言われるようになればいい」と控えめだった。
　蓮舫代表代行は「何とかノミクスという考え方はもう死語に近い」と述べ、「レンホウノミクス」と呼ばない考えを示した。　（時事通信2016/09/02-19:44）
３候補が連日遊説へ＝民進代表選
　民進党は２日、代表選（１５日投開票）３候補による遊説日程を発表した。３～１１日まで連日、県庁所在地など全国１０カ所で街頭演説会と候補者討論会をそれぞれ開く。さいたま市以外では共同記者会見も行う。日程と場所は次の通り。
　３日　大阪市▽４日　福岡県久留米市▽５日　岡山市▽６日　高松市▽７日　長野市▽８日　静岡市▽９日　仙台市▽１０日　札幌市▽１１日　さいたま市、東京都豊島区。　（時事通信2016/09/02-19:41）
共産との共闘に慎重＝３候補、憲法では温度差－民進代表選
　民進党代表選に立候補した蓮舫代表代行（４８）、前原誠司元外相（５４）、玉木雄一郎国対副委員長（４７）は２日、共同記者会見や公開討論会に臨み、１５日の投開票に向けた論戦がスタートした。岡田克也代表が進めてきた共産党との共闘路線に関し、３候補とも次期衆院選での選挙協力に慎重な姿勢を示した。一方、憲法改正などについては温度差も見られた。
　蓮舫氏は、参院選１人区で行った候補者一本化の成果を指摘した上で、「もう一度、党員・サポーターの声に真摯（しんし）に耳を傾ける」と語り、見直しを示唆。前原氏は「衆院選は政権選択の選挙だ。一度、岡田路線はリセットすべきだ」と踏み込み、玉木氏も「基本的考え方の違う政党とは一線を画す。これが大原則だ」と主張した。


　憲法改正については、蓮舫氏が党内で論議を進める姿勢を示しつつ、「（戦力不保持を定めた）９条を守ってほしいという国民の声は、とても大事だ」と強調。これに対し、前原氏は「憲法に自衛隊の位置付けがないことについては、党内で議論すべきだ」と述べ、９条改正の持論をにじませた。玉木氏は、改憲の論点として憲法裁判所設置や統治機構改革などを例示し、「憲法提言を１年ぐらいのめどでまとめるべきだ」と訴えた。
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）移設問題に関しては、蓮舫氏が「私たちの政権で決めたことで、方向性は変えることはない」として、同県名護市辺野古へ移す現行計画を維持する立場。一方、前原氏は「水面下で『プランＢ』を考えることが大事だ」と代替案の必要性に言及した。玉木氏も「日米合意が基本だが、その後の変化もある。新しい解決策を模索できないか」と同調した。
　安倍政権の経済政策についても、蓮舫氏が「税収増の部分は一定の評価をする」と述べたのに対し、前原氏は「私は全く評価していない。危険なギャンブルは終わらせなければいけない」と異議を唱えた。玉木氏は「自民党は短期のことしか考えていない」と批判した。　（時事通信2016/09/02-18:55）
産経新聞2016.9.2 23:57更新 
【民進党代表選】窮地の玉木雄一郎氏　「毒まんじゅう」食らい滑り込み参戦　前原誠司氏は仇敵に支援要請　余裕の蓮舫氏はニッコリ
　民進党代表選は、蓮舫代表代行と前原誠司元外相による一騎打ちの構図が一転し、玉木雄一郎国対副委員長が２日の告示日に滑り込みで参戦する展開となった。玉木氏は出馬に必要な２０人の推薦人確保のため、菅直人元首相の支援を受諾。前原氏も旧民主党で敵対した生活の党と山本太郎となかまたちの小沢一郎代表に協力を仰ぐなど、告示までには紆（う）余（よ）曲折があった。
　玉木氏は２日、党本部で自ら立候補を届け出た直後、ようやく記者団に正式に出馬を表明。「本当に最後の最後まで苦労したからこそ、磨かれた志を持って代表選に臨みたい」と決意を語った。目は充血し、ほぼ徹夜で推薦人を集めた苦労がにじみでていた。
　玉木氏はグループを持たないため、推薦人集めに苦慮した。今月１日には「第３の候補」擁立で一致していた原口一博元総務相との協議が決裂し、出馬断念の瀬戸際に追い込まれた。
　この窮状をみて、近づいてきたのが菅氏だった。周囲に「若手候補を支えたい」と語り、水面下で玉木陣営に加わる意向を伝えてきた。
ただ、菅氏は旧民主党政権の「負のイメージ」を象徴し、イメージの刷新にはほど遠い。玉木氏の側近は「どうしても最後に１人足りないときしか推薦人を頼まない」と語っていたが、最終的に“毒まんじゅう”を食べざるをえないほど窮地に陥っていた。
　台所事情の苦しさは前原氏も同じだ。今回は自身のグループ「凌雲会」のメンバーの多くが出馬を見送るよう求めた。そこで助けを求めたのが小沢氏だった。
　両氏は犬猿の仲だったが、前原氏は年明けから小沢氏と会談を重ね、代表選への協力も頼んだという。推薦人には、小沢氏に近い松木謙公、鈴木克昌各衆院議員らが加わった。
　そんな中、着実に態勢を整えたのが蓮舫氏だ。推薦人は登録上限の２５人を申請。非主流派の細野豪志元環境相、旧社会党系の赤松広隆前衆院副議長ら幅広いグループから大物が並ぶ。共同記者会見では笑顔で「がんばります」と白い歯をみせる余裕ぶりだった。
民進代表選、憲法改正巡り温度差　政権奪還へ党再生

共同通信2016/9/2 19:53

　民進党代表選に立候補した蓮舫代表代行（48）、前原誠司元外相（54）、玉木雄一郎国対副委員長（47）は2日午後、共同記者会見などで党再生へ決意を示し、国民の信頼回復に全力を挙げる考えを表明した。3氏とも次期衆院選で政権交代を目指す方針を明らかにした。憲法改正を巡っては温度差が浮上。岡田克也代表が進めた野党共闘に関し慎重な姿勢が目立った。投開票される15日の臨時党大会に向け、論戦がスタートした。

　憲法改正では、3氏がそろって自民党改憲草案に反対と主張。

　安倍政権が成立を目指す環太平洋連携協定（TPP）の関連法案には、いずれも反対する意向を示した。

民進代表選３氏、憲法改正議論に前向き　岡田路線転換へ
朝日新聞デジタル2016 
　２日告示された民進党代表選では、安倍晋三首相が意欲を示す憲法改正について、立候補した３人が議論に積極的に取り組む姿勢を示した。安倍政権下での改憲に反対としてきた岡田克也代表の路線は、誰が代表になっても転換することになりそうだ。
　日本記者クラブでの討論会で、蓮舫氏は国会の憲法審査会について「当然、審議にはのっていく」と表明した。前原氏も「安倍首相が審査会に来て、どういう点を変えたいと思っているのか堂々と述べるべきだ。合わせて各党の党首が党の考え方を述べる」と語った。玉木氏も「憲法審査会は条件が整えば積極的に議論を進めていくべきだ」と述べた。
　ただ、９条をめぐっては討論会前の共同記者会見で、言いぶりが分かれた。
　リベラル派で旧社会党出身の赤松広隆前衆院副議長のグループの支援を受ける蓮舫氏が「憲法９条は守りたい」と主張。玉木氏は「制約のないフルスペックの集団的自衛権、海外での自衛隊の武力行使を認めるような９条の改正には反対だ」と述べた。
　これに対し、保守派の長島昭久氏らの支援を受ける前原氏は「憲法が公布された後に自衛隊がつくられたが、自衛隊の位置づけがない。これについてはしっかり党内で議論すべきだ」と強調。９条に自衛隊の存在を明記する改正を議論する必要性を訴え、蓮舫氏や玉木氏との違いが際立った。
　９条以外では、蓮舫氏は「地方自治のあり方」、玉木氏が「憲法裁判所の必要性。衆院と参院の関係。地方自治など統治機構のあり方」などの論点を列挙。玉木氏は民主党の２００５年の「憲法提言」を挙げ、「ああいったものを民進党でも１年ぐらいのめどでまとめるべきだ」とも述べた。
民進代表選三つどもえ　蓮舫、前原、玉木氏出馬

共同通信2016/9/2 13:35

民進党代表選は2日告示され、蓮舫代表代行（48）、前原誠司元外相（54）、玉木雄一郎国対副委員長（47）の順でそれぞれ立候補を届け出た。15日の投開票に向けた三つどもえの選挙戦が始まった。3月の党結成後初の代表選。旧民主党政権で失墜した国民の信頼を回復し、政権奪還への具体的な道筋を示せるかが焦点だ。

　岡田克也代表が推進した野党共闘路線や、憲法改正論議への対応が争点となる。新代表の任期は2019年9月末まで。

　各陣営は態度未定の国会議員や国政選挙の公認内定者、地方議員、党員・サポーターの支持獲得を目指し、働き掛けを強める。激しい多数派工作が展開されそうだ。

民進代表選が告示　蓮舫氏が先行、前原氏ら巻き返せるか
朝日新聞デジタル2016年9月2日20時14分
　民進党代表選が２日、告示され、蓮舫代表代行（４８）、前原誠司元外相（５４）、玉木雄一郎氏（４７）が立候補し、三つどもえの構図となった。岡田克也代表による共産党との共闘や憲法改正への対応が問われる。国会議員票で先行する蓮舫氏に、前原氏らが巻き返せるかが焦点だ。１５日の臨時党大会で選出される。
　蓮舫氏は日本記者クラブの討論会で「ガラスの天井を壊すことで、一人でも多くの女性と、支えている男性が、元気になっていただきたい。それが私の『新世代』民進党代表としての姿だ」と訴え、女性リーダーへの決意を強調した。
　また、共同記者会見では「この政党を政権交代まで導いていく覚悟を持っているので、私自身が参院議員ではいけない。覚悟はいつでも行動に移そうと考えている」と述べ、衆院へのくら替えに意欲を示した。
　前原氏は会見で、次期衆院選での共産党との共闘について「衆院選は政権選択選挙なので、岡田路線はリセットすべきだ」と明言した。民主政権時代の反省を念頭に「戦犯である私が代表になって、ゼロからお話しすることが一番のスタート」と強調。憲法９条を含めた憲法改正論議の必要性にも踏み込んだ。
　若手議員に推されて出馬を模索していた玉木氏は、菅直人元首相らの推薦を得た。「『若すぎる』と、どれだけの人に何回言われたか分からない。でも、変革の思いをがむしゃらに訴えないと、本気で変わろうとする覚悟を見せることができない」と会見で訴えた。
蓮舫氏全方位、前原氏は保守系中心＝玉木氏、目立つ旧維新系－推薦人分析
　民進党代表選で、蓮舫代表代行の推薦人名簿を見ると、党内のリベラル系から保守系まで各グループのメンバーが幅広く名を連ねた。これに対し前原誠司元外相は保守系が中心。玉木雄一郎国対副委員長は旧維新の党出身議員グループや若手が目立つなど、特色が浮かび上がった。
　蓮舫氏は、リベラル系の赤松広隆前衆院副議長ら旧社会党系グループや、保守系の野田佳彦前首相、細野豪志元環境相の両グループに加え、高木義明副代表ら旧民社党系グループも網羅。赤松、細野、高木各氏は自ら推薦人に加わった。
　前原氏は、自身のグループや大畠章宏元経済産業相グループが中心。長島昭久元防衛副大臣も名簿に入った。玉木氏の推薦人２０人のうち旧維新系は７人で、３割以上を占めた。また、衆院当選３回までの議員が過半数を占め、世代交代も印象付けた。（2016/09/02-17:59）
民進代表選、３候補の争いに　蓮舫・前原・玉木氏届け出
朝日新聞デジタル2016年9月2日13時06分
　民進党代表選が２日、告示され、蓮舫代表代行（４８）、前原誠司元外相（５４）、玉木雄一郎氏（４７）の３人が立候補を届け出て、三つどもえの構図となった。岡田克也代表が進めた共産党との共闘や憲法改正への対応などが争点。１５日の臨時党大会で投開票され、新代表を選出する。
　岡田氏が参院選敗北の責任を取る形で不出馬を表明。蓮舫氏が名乗りを上げ、岡田執行部の多くが支援して一時は独走状態となった。対抗馬の前原氏、玉木氏がどこまで支持を広げられるかが焦点だ。
　蓮舫氏は届け出後の出陣式で、「新世代の民進党。『ガラスの天井』を絶対に打ち破る、私にしかできない代表像を持っている」と同党初の女性リーダーを目指す立場を強調した。政策面でも、女性政策として配偶者控除の見直しなどを挙げている。代表に選ばれたら次期衆院選に立候補するか記者団から問われた際は、「覚悟を持っています」とも語った。細野豪志元環境相らが推薦人となった。
　蓮舫氏は、岡田氏が進めた共産党との共闘は、継承する考えを示している。
　前原氏も届け出後、「民進党は崖っぷちだ。党の再スタートを切るのに戦犯（の私）が反省のもとに取り組むのが一番の道筋だ」と出陣式で語った。岡田氏の執行部と距離を置く勢力のほか、山尾志桜里政調会長が支持している。
　前原氏は共産党との共闘について「岡田路線はいったんリセットしたほうがいい」と見直す考えを示し、蓮舫氏との対立軸となっている。政策集では憲法について「立憲主義に立脚して冷静かつ現実的に憲法を論議する」と明記した。
　党内の若手議員に推されて出馬を模索していた玉木氏は、菅直人元首相ら２０人の推薦人を確保し、２日午前の届け出に何とか間に合った。「私は当選３回。『まだ代表選に出るのは早い、若い』という声をいただいた。しかし、変革に向けたがむしゃらな姿勢を見せない限り、民進党が変わろうとする覚悟を示すことができないと思って決断した」と記者団に語った。
　代表選は３月に旧民主党と旧維新の党が合流して初めて。党所属国会議員ら（１４７人＝１人２ポイント）と国政選挙の公認候補予定者（１１８人）による直接投票、党員・サポーター（２３万５２１１人）と地方議員（１５８６人）の郵送投票による得票をポイントで配分。過半数を得た人がいない時は上位２人の決選投票を行う。
　　　　　◇
　民進党代表選に立候補した３氏の推薦人は次の通り。敬称略。
　【蓮舫】（衆院）赤松広隆▽井出庸生▽大串博志▽緒方林太郎▽落合貴之▽柿沢未途▽黄川田徹▽郡和子▽近藤昭一▽近藤洋介▽佐々木隆博▽篠原豪▽高木義明▽武正公一▽津村啓介▽細野豪志　（参院）相原久美子▽川田龍平▽川合孝典▽小林正夫▽榛葉賀津也▽杉尾秀哉▽田名部匡代▽那谷屋正義▽平山佐知子
　【前原誠司】（衆院）石関貴史▽泉健太▽大島敦▽太田和美▽大畠章宏▽岡本充功▽小川淳也▽神山洋介▽北神圭朗▽小宮山泰子▽坂本祐之輔▽篠原孝▽鈴木克昌▽田嶋要▽中島克仁▽長島昭久▽古川元久▽牧義夫▽松木謙公▽渡辺周　（参院）大野元裕▽桜井充▽福山哲郎▽増子輝彦
　【玉木雄一郎】（衆院）阿部知子▽荒井聰▽今井雅人▽大西健介▽菅直人▽木内孝胤▽岸本周平▽高井崇志▽寺田学▽初鹿明博▽福島伸享▽松田直久▽水戸将史▽宮崎岳志▽横山博幸　（参院）石橋通宏▽白真勲▽藤末健三▽森本真治▽柳田稔
民進党代表選の玉木氏、名刺に党名なし…「米国流」強調
朝日新聞デジタル星野典久2016年9月2日18時54分
　民進党代表選に立候補した玉木雄一郎氏が候補者の共同記者会見で、名刺やホームページに「民進党」の党名を書いていないことを指摘され、「更新が遅れている」「米国の議員をまねした」などと説明。会見で並んでいた蓮舫氏が笑い出す一幕があった。
　玉木氏が使っている名刺は、表に「衆議院議員　玉木雄一郎」と記し写真を載せている。裏面には経歴や「一所懸命。」のキャッチフレーズ、事務所の連絡先があるが、「民進党」の文字はどこにもない。
　玉木氏は「米国の上院議員、下院議員は確か政党のロゴなどを名刺に入れません。それをまねしました」と説明。米ハーバード大大学院の卒業生だけに、「米国流」を強調した。
　ただ、ホームページのトップページにも２日午前まで「民進党」の文字はなかった。これから代表を目指すのに、党名を隠そうとしていたと受け取られかねないが、玉木氏は「更新が遅れています」と説明。同日午後になって、「民進党代表選出馬の決意」などの記述が追加された。（星野典久）
共同会見要旨＝民進党代表選
　民進党代表選の３候補が２日行った共同記者会見の要旨は次の通り。
　【冒頭発言】
　蓮舫代表代行　目指すのは新世代の民進党だ。ガラスの天井を打ち破る。信頼を取り戻して、わくわくする政治をつくる。
　前原誠司元外相　旧民主党政権の戦犯の一人だ。信頼を回復することは並大抵のことではない。もう一度われわれにチャンスを頂きたい。
　玉木雄一郎国対副委員長　自民党に代わる、国民に信頼して選んでいただけるような政治集団をゼロからつくり直したい。
　【野党共闘】
　蓮舫氏　（参院選で）一定の評価はあると考えている。もう一度、党員・サポーターの声に真摯（しんし）に耳を傾ける。
　前原氏　衆院選は政権選択の選挙だ。一度、岡田路線はリセットすべきだ。
　玉木氏　基本的考え方の違う政党とは一線を画す。これが大原則だ。
　【憲法改正】
　蓮舫氏　（戦力不保持を定めた）９条を守ってほしいという国民の声は、とても大事だ。
　前原氏　憲法に自衛隊の位置付けがないことについては、党内で議論すべきだ。
　玉木氏　憲法提言を１年ぐらいのめどでまとめるべきだ。
　【経済政策】　
　蓮舫氏　（安倍政権との）最大の違いは分配の在り方だ。人への投資、教育、保育、高齢者の安心に（予算を）使う。
　前原氏　アベノミクスをまったく評価していない。金融緩和をできなくなったときに、アベノミクスは命脈尽きる。
　玉木氏　「こども国債」を発行し、借金をしてでも予算を倍にして、安心して子育てをし、教育を受けられる環境を整備したい。
　【衆院くら替え】
　蓮舫氏　この党を政権交代まで導いていく覚悟を持っている。私自身が参院議員ではいけないという認識も持っている。覚悟はいつでも行動に移そうと考えている。（時事通信2016/09/02-17:16）
民進代表選に３氏　蓮舫氏、前原氏、玉木氏が立候補届け出

東京新聞2016年9月2日 夕刊

 　岡田克也代表の任期満了に伴う民進党代表選は二日告示され、蓮舫代表代行（４８）と前原誠司元外相（５４）、玉木雄一郎国対副委員長（４７）が立候補を届け出、三氏の争いとなった。党内の若手議員から推されていた玉木氏は、告示直前に立候補に必要な二十人の推薦人を確保した。民主党政権で失った国民の信頼回復や共産党を含む野党連携のあり方、改憲への考え方が主要な争点になる。

　蓮舫氏は二日午前、国会内で記者団に「わくわくする政治、さわやかな戦い、女性の挑戦（を掲げて）頑張りたい」と語った。

　前原氏は「民進党再生の最後のチャンス。（代表選後は）一致結束して自公政権に対抗する軸を、もう一度作りたい」と述べた。

　玉木氏は党本部で、「若い者ががむしゃらな姿勢を見せない限り、党が変わろうとする覚悟を示せない。全力で挑む」と述べた。

　代表選は党所属の国会議員と国政選挙の公認候補・予定者、地方議員、党員・サポーターが有権者。十五日の臨時党大会で新代表を選出する。

民進代表選　３候補発言要旨

東京新聞2016年9月3日 朝刊

 ◆蓮舫代表代行　わくわくする政治を

　目指すのは新世代の民進党だ。信頼を取り戻し、わくわくする政治をつくる。私が代表になれば（女性の社会進出を阻む）「ガラスの天井」に向き合う全ての人に元気を与えられる。全てのライフステージに信頼と安心を取り戻したい。

　憲法九条、平和主義を守る。社会のさまざまな問題に対して、足りないところはないのか、考え直したほうがいいのではないかという所はある。与党が検討する緊急事態条項の新設は、最優先事項ではない。

　参院選での共産党を含む野党連携に一定の評価はある。衆院選で綱領や政策が異なる政党と政権を目指すことはない。
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　民進党代表選共同記者会見と公開討論会の三候補発言要旨は次の通り。　

　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）は、交渉の途中経過が分からず、情報公開の在り方がおかしい。政府の法案と同じ土俵には立てない。

　アベノミクスで税収が増えたことは一定の評価をするが、借金を減らすことにつながっていない。どこに再投資、再分配するかを考えるべきだ。

　次の衆院選で政権交代を目指す。（代表就任後、衆院選へくら替え出馬する可能性に関し）参院議員ではいけないという認識を持っている。覚悟は行動に移そうと考えている。

◆前原誠司元外相　岡田代表の路線リセット

　民主党政権に多くの人が失望した。信頼を回復するのは並大抵のことではない。土下座する先頭には、戦犯である私こそがふさわしい。次の衆院選で当然政権交代を目指したい。

　憲法は公布後に自衛隊がつくられたため、自衛隊の位置付けがない。しっかり議論すべきだ。将来の日本を構想する憲法論議をしていきたい。緊急事態条項は議論すべきだが、自民党の改憲草案は権力乱用の恐れがあり、反対だ。

　参院選での野党共闘は一定の結果があったが、衆院選は政権選択選挙なので、岡田克也代表の路線は一度リセットすべきだ。

　ＴＰＰは総論で必要な取り組みだと思うが、交渉過程が明かされず資料も出されず、国会で議論できる素地ができていない。反対したい。

　税収が増えたからアベノミクスが成功したとは全く言えない。金融緩和ができなくなったとき、命脈が尽きる。国民に税負担を求めて教育や社会保障を安定させ、消費の喚起につなげる好循環をつくる。

◆玉木雄一郎国対副委員長　大胆に子ども支援

　国民の信頼を集められておらず、根っこから変わらなければいけない。衆院当選三回で出馬は若過ぎると何回言われたか。でもそんな私が変革の思いをがむしゃらに訴えないと国民に覚悟が伝わらない。衆院選で当然政権交代を目指す。

　立憲主義を守るのが大原則だ。憲法裁判所の必要性や統治機構の在り方は積極的に議論し、党内で一年をめどに憲法提言をまとめるべきだ。自民党改憲草案の緊急事態条項は権力乱用を許す内容で、反対だ。

　（野党共闘について）基本的な考え方が違う政党とは一線を画すのが大原則。中長期的には単独で政権を担える政党にならないといけない。

　ＴＰＰは中身の分からないものに判を押すことはできず今回の交渉には反対。

　最大の課題は子供の減少。借金をしてでも未来に投資し、大胆に子どもたちを支援したい。景気の好循環や経済成長につながる。「子ども国債」を発行する。
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産経新聞2016.9.2 15:50更新 
【民進党代表選・共同会見詳報（１）】蓮舫氏「わくわくする政治をつくる。代表になって民進党を引っ張っていく」

民進党の代表選に向けて、出陣式で挨拶する、蓮舫候補者　＝２日午後、東京都千代田区の参院議員会館（荻窪佳撮影）
　民進党代表選に立候補した蓮舫代表代行、前原誠司元外相、玉木雄一郎国対副委員長は２日、党本部で共同記者会見に臨んだ。記者会見の全文は以下の通り。
　◇　
　蓮舫氏「改めまして民進党の第１回目の代表選に立候補した蓮舫です。私が目指すのは新世代の民進党。それとガラスの天井を打ち破る。そして信頼を取り戻してわくわくする政治をつくる。そのためにしっかりと代表となってこの党を引っ張っていきたいと改めて思っている」
　「つい１カ月前、７月の参院選で日本中を回った。何でもあるといわれる、独り勝ちだといわれる首都・東京という選挙区でも戦った。景気がいい。経済がいい。今の政権が何度も強調している。でも実際の日本はどうなんだろうか。残念ながら、切ないまでの不安がいろいろなところに横たわっていた」
　「もう少子化といわれて２０年たつ。少子化は止まらない。でも、さらに残念な環境が広がっているのは、せっかく生まれた大事な子供の６人に１人、１人親家庭に至っては、２人に１人の子供が貧困だ。子供を育てることができないと悩んでいるお母さん、お父さんたち。子供が頑張って大学に行ったら２人に１人が奨学金。大学出たら４割が非正規社員。３００万円の平均の借金。これは自己責任だといえない事態が広がっていると思った」
　「この３０年で共働き世帯は１・５倍になった。でも収入は１人働いているときよりも２人働いている今の方が２割減っている。労働生産性が残念ながら上がっていない。賃金に反映されていない。明日、１年後、２年後分からない。そんな雇用の不安が広がっている」
　「人生の先輩、この国を戦後７１年間引っ張ってきて、豊かさももたらしてくれた、平和をもたらしてくれた先輩たちには年金、介護、医療、自分たちは大丈夫なんだろうか、こんな不安が渦巻いている。全てのライフステージにおいて信頼、安心を取り戻したい。安心さえあれば、それはほしいものを我慢しないで消費につながる。実需が生まれる。企業が豊かになる。それはまた家計の収入に反映されて、安心の好循環社会を代表としてつくっていきたい」
　「もちろん前原さん、玉木さんと、これまで一緒に政策を作ってきた。同じ方向を見ている。そして、同じ国を作りたいと思っている。それはあくまでも人に着目した、人を大事にした、人に投資をする。将来の納税者、将来の社会保険料の納付者、しっかり育てていって、日本に生まれてよかった、愛すべき日本をしっかりと自分たちが次につないでいく。そのような絵を描いていきたいと思う」
　「もう一つは私の道半ばの、残していることは、行政改革だ。政権にいたときにも取り組ませていただいた。孤独なまでの戦いだった。ヒト、モノ、カネ、その癒着、抵抗は相当高かった。表に出すことではない、表で言うことでもないことが、いっぱいあった。それでもこの国の財源は限られている。人口は減少する時代になった。昭和のように人が増え、物が売れ、企業が豊かになり、家計が豊かになる時代ではなくて、人が減り、女性が結婚しない、子供を産まない。男性も仕事、収入がなくて子供が産めない。ずいぶんと日本の家族のあり方や景色も変わった。改めて限られた財源、その中で成長と豊かさを求めるのであれば財源は大事に使うべきだ」
　「この３年９カ月、行政改革という言葉がずいぶん遠のいた。東京五輪・パラリンピック、都知事が女性になって、リーダー力を持ってはじめて無駄遣いにメスを入れられる。政府は何をしているんだという思いを強く持っている。玉木さんとこの部分は党内で戦ってきた。引き続き行革、中途半端な行政改革を完遂するために取り組んでいきたい」
　「行革なくして、やっぱり増税はない。私たちの行革への飽くなき思いをしっかり伝えて、限られた財源を大事に使って、税金が行政サービスで返ってくる社会。子供でも学生でも大人でも高齢者でも、全ての世帯が納税に納得できる、行政サービスが返ってくるような政治を民進党はこれまでも求めてきた。届いていない部分をしっかり届ける蓮舫代表という形を目指したい」
産経新聞2016.9.2 16:06更新 
【民進党代表選・共同会見詳報（２）】前原誠司氏「旧民主党政権は何もできなかったという潔さで土下座する先頭は私がふさわしい」

民進党代表選の出陣式で、立候補の決意を語る前原誠司氏＝２日午前、東京・永田町の衆院第二議員会館（斎藤良雄撮影） 
　前原誠司氏「皆さんこんにちは。衆院議員の前原です。このたび民進党の第１回の代表選に立候補を決意した。今、国民の中には自民党の安倍政治を評価する人はあまりいないと思う。しかし、支持率は５０％、６０％。最大の原因は何か。受け皿となる野党がない。これは大きな原因であり、野党第一党であるわれわれの責任は極めて大きいと思っている。いくら良いことを言っても聞いてもらえない。この状況が続いている」
　「参院選のときに、ある演説会場で話をして商店街を回った。そのときに八百屋のおじさんに言われた言葉が忘れられない。『いくらきれいなことを言ってもあなた方の聞く耳を持てない。あれだけ期待したのに民主党政権は何だったんだ』。その言葉が今でも重くのしかかっている」
　「私は旧民主党政権の戦犯の１人だと思っている。あれだけ期待をいただきながら、われわれ自身いろいろやった、できたということはあるだろう。しかし、政治は結果責任だ。多くの方々が失望した。そして『民主党なんか二度と期待しない』という人たちがまだまだいる。この信頼を回復するのは並大抵
　「私は深く反省している。旧民主党政権ではむしろ何もできなかったという潔さ。そして国民の前でいったん土下座をして、われわれの政権では皆様方の期待に応えられなかった、申し訳なかった。しかし、“１強多弱”で、民主主義が機能しない。もう一度われわれにチャンスをいただきたい。その土下座をする先頭に、私は戦犯であるからこそふさわしいのではないかという思いを強く持っている」
　「今回、オール・フォー・オールという考え方を提示させていただき、民進党の新たな考え方にしたい。みんながみんなのために。どういうことか。格差是正といえば、お金持ちから税金をたくさん取って、貧しい方々に移転をする。これが今までのわが党も含めて格差是正の大きな考え方だった。税金をたくさん取られる人は租税抵抗が強くなる。これだけ納めたのに受益がない。そして分配された先は本当に正しく使われているのか。生活保護、ベンツに乗っている人もいるじゃないか、そういう声も聞こえる」
　「しかし、生活保護で不正受給は０・５％。しかし、生活保護水準以下の生活で生活保護を受けている人は２０％以下。８割以上の人がやせ我慢をして受給せず、子供が学校行っていじめられないようにと歯を食いしばっているシングルマザーもたくさんいる」
　「この状況をどうやって政治が救うのか。自民党は企業をもうけさせ、株価を上げて、そしていずれはみんな豊かになるだろう（という）。なっていないじゃないですか。しっかりと再分配政策で国民の不安に応えるためには、みんなが少しずつでも負担して、みんなが受益者になり、不満が生まれない、みんなが納得して税を納め、そしてサービスを供給して、結果として格差がなくなり、多くの方々の不安が払拭される、そんな社会をつくらなければいけないのではないか。私はその先頭に立たせていただきたいと思っている」
　「オール・フォー・オール。その中核は子供、そして心配をされているお年寄りだ。まともに教育を受けられない子供たちがたくさんいる。全ての人に教育の機会を与えることはわれわれ政治家の責任ではないか。その体制ができていない日本を変えていく。行革も大事だ。しかし、それ以上に必要な財源については、オール・フォー・オールの考え方に基づいて、国民の皆様に負担を求め、０歳から５歳までの就学前教育は無償化する。職業訓練、高等教育も負担軽減をしていく。お年寄りについても、しっかりと介護の体制を整えて安心を提供していく。人への投資が経済成長につながる。そういう社会をつくるために先頭に立たせていただきたい。そう思って立候補の決意」
産経新聞2016.9.2 16:22更新 
【民進党代表選・共同会見詳報（３）】玉木雄一郎氏「民主党は信頼されなかった。信頼される政治集団にゼロから作り直す」

民進党代表選の出陣式で、がんばろうと気合いを入れる民進党の玉木雄一郎氏（中央）ら＝２日午前、東京・永田町の衆院第一議員会館（斎藤良雄撮影） 
　玉木雄一郎氏「みなさんこんにちは。玉木雄一郎です。民進党としての初めての代表選にこうして立候補させていただいたことを本当に光栄に思っている。支えてくれた仲間にまず心からの感謝と敬意を申し上げたい」
　「その上で、私たちは変わらなければならない。先ほど蓮舫さん、前原（誠司）さんからも話があったように、残念ながら民進党は国民の信頼を集めることができていない。いろいろなことをやってきた。民主党時代のいいことも語ってきた。それでも信頼されない。そうであればわれわれが根っこから変わってかなければならない」
　「私は当選３回だ。４７歳だ。今回の出馬に至る過程でも、お前は若すぎる、当選回数が少ない、どれだけの人に何回言われたか分からない。私自身がそう思っている。でもそんな私がこの代表選に出馬し、変革の思いをがむしゃらに訴えないと、国民には私たち民進党が本気で変わろうとする覚悟を見せることができないと思ったから出馬を決断した」
　「しかしこの戦いは単に民進党のための戦いではない。“１強多弱”という時代が続き、権力の横暴が目立ち、わが国が戦後大切にしてきた平和主義や立憲主義が大きな危機にひんしている中で、われわれがその対抗勢力になれていないことは日本の政治に対する責任をわれわれが全く果たせていない。そんな責任を強く感じている。もう一度、自民党に代わる、国民に信頼して選んでいただけるような政治集団をゼロから作り直したい。それが私の出馬した最大の理由だ」
　「特に今の自民党には、自由でリベラルな、そして包み込むような包容力のある、そんな本当の意味での保守の考えがなくなっていると思う。敵をつくり、相手を叩き、社会を分断し、誰が悪い、こんなことをいくら言い募っても国民は幸せに、そして安心することはできない。そんなリベラル保守、私はこの考えを民進党の一つの大きな考えにして国民の選択肢たる政党を作りたい」
　「もちろん簡単なことではないが、今回の代表選を通じて、新しい民進党のページを開いていきたい。新しいページを開く、そして次世代の民進党の代表としてこの選挙を戦い抜きたい。最後に一つ。大きなこれからの国家ビジョンや政策を戦わせ合う、そんな選挙にしたい」
　「私は具体的な政策が一つある。『こども国債』だ。財政法上、今、国債を発行して借金をできるのは建設国債だけだ。それは見合いの資産が橋や道路で残るから借金してもいい。こういうことで認められてきた。しかし、今、日本が将来に残すべき最大の資産は人であり人的資産だ」
　「借金してでも、今の子供・子育て施策、５兆円、ＧＤＰ（国内総生産）の１％分を倍の２％にし、どんな家庭に生まれても誰もが安心して子育てし、教育を受けられる、そのための環境整備をしたい。２０年で１００兆円に子ども・子育て予算を増額し、安心して生きていける社会を作り上げていきたい。大きな国家ビジョンを訴え、国民の皆様とともにつくる代表選にしていきたい」
産経新聞2016.9.2 17:22更新 
【民進党代表選・共同会見詳報（４）】前原誠司氏「党内で憲法論議を進める」　玉木雄一郎氏「立憲主義を守るのが大原則」　蓮舫氏「憲法９条を守る」
　民進党代表選は２日に告示され、蓮舫代表代行、前原誠司元外相、玉木雄一郎国対副委員長の三つ巴の戦いとなった。共同記者会見の質疑応答では、安倍晋三政権との対立軸、憲法改正の是非などについて３候補がそれぞれの立場を表明した。やり取りの要旨は以下の通り。
◇　
　－－安倍政権との最大の対立軸は。特に経済政策についての考え方は
　蓮舫氏「最大の違いは分配のあり方だと思う。確かに安倍首相の経済政策で税収増になっている。この部分は一定の評価をするが、そのお金の使われ方が、例えば補正予算で、アベノミクスの成果が行き届いていないところにという形で、次世代の借金を減らすというところにつながっていない。アベノミクスの成果も、この秋に議論される（平成２８年度第２次）補正予算案を見ると２５００億しかなくなった。建設国債で借金をするという事態になっている。非常にもったいないと思う。
　限られた財源、限られた税収があるのであれば、３年９カ月で結果が出ていないのであれば、踏みとどまって考え直して、どこに再投資、再分配をしていくかを考えないといけない。私たちはその答えがある。それは人への投資。教育、保育、あるいは高齢者の安心に使う。それがわれわれとの一番の違いだ」
　前原氏「私はアベノミクスを全く評価していない。“金融一本足打法”で、金融緩和をして、金利を下げて、そして金利差で円安にして株高にして、そして所得税、法人税が上がるのは当たり前だ。税収増になるのは当たり前だ。しかし、その対価として３９１兆円の国債を日銀に買わせている。高い値段で買っているので将来、これを償却、売却するときには金利が上がって国債の値段が下がる。そういう潜在的な負債を考えたときに、税収増でアベノミクスは成功しているとは全く言えない。つまりは破綻への壮大な実験でしかない。
　金融緩和できなくなったときにアベノミクスは命脈ともに尽きる。そういう危険なギャンブルは終わらせなければいけない。従って私は行革と『オール・フォー・オール』の考え方に基づいて、皆さんに税負担を求め、国民の安心につながるような教育、そして職業訓練、社会保障、こういったものの安定を通じて、それが人への成長、潜在成長率の上昇、そして消費の喚起、こういう好循環を作っていくことがわれわれの経済政策だ」
　玉木氏「自民党は短期のことしか考えていない。今さえ良ければいい、株が上がればいい、補正予算で近くの景気が良くなればいい。それに対してわれわれは構造的な問題に挑戦したい。日本の最大の課題は人口が減少し、子供の数が減っていることだ。これを３０年も４０年もほったらかしにしてきたのが自民党。借金をして公共事業をやるのが自民党なら、われわれは借金してでも未来への投資、子供たちの支援を思い切って大胆に行っていきたい。そのことが日本が抱える構造問題に、長期の問題に答えることだし、結果として将来の安心を作れば、景気の好循環や消費の拡大、経済成長につながると考えている」
　－－憲法改正への姿勢は。９条改正の是非は
　前原氏「参院選の民進党の公約、憲法改正についてはどういう考え方だったかというと、要は制約なき集団的自衛権を認めるような、平和主義を脅かす９条改正には反対であると、こういうことが掲げられている。これについてはしっかり守っていかなくてはいけないと思っている。
　私から従来の主張というのは、憲法が交付された後に自衛隊がつくられたわけだが、自衛隊の位置づけがない。しっかりと党内で議論すべきだというのが私の考え方であり、平和主義はしっかり守っていきたいと思う。同時に、将来の日本を構想する憲法論議を進めていくというのがわが党の考え方なので、この考え方に基づいて党内の議論をしていきたいし、憲法審査会については３条件を今、与党に提示しているので、その条件が整う段階において議論していくことが大事かと考えている」
　玉木氏「まず立憲主義を守る。これが大原則だ。これは安保法制のときにすごく感じたが、やはり憲法裁判所の必要性、あるいは衆院と参院との関係性、あるいは地方自治など統治機構のあり方などについては、積極的に議論すべきだと思う。そして旧民主党でまとめた２００５年の憲法提言。ああいったものを、私は民進党でも１年ぐらいのめどでまとめるべきだと思う。議論の中で変えるべきものも出てくるかもしれないが、逆に変えてはならないものも明確になってくると思う。９条に関しては、制約のないフルスペックの集団的自衛権を認めるような、あるいは海外での武力行使を認めるような９条の改正には反対だ」
　蓮舫氏「安倍首相が立憲主義を踏みにじったことによって、結果として国民の皆様方が憲法について考える、ある意味いい機会になった。その中で出てきた大きな声は『９条を守ってほしい』『平和主義を守ってもらいたい』。立憲主義の考えといったら、国民のこの声はとても大事だ。憲法９条は私は守りたいと思っている。ただ、その上で、時代の変化、７１年を経て今の日本の社会のサイズ、社会のさまざまな問題・課題に対して、憲法に足りないところはないのか。あるいは『ここはもう少し考え直したほうがいいんじゃないか』というといころはあると思う。
　例えば８章。地方自治のあり方。これは今の時代の日本の国のあり方に向いていないと思うので考えるべきだ。あるいは自民党の憲法草案の家族観、あるいは憲法が国民に義務を課すというような考え方はものすごく違和感を持っている。だから、こういうところをもう一度、２００５年の当時の民主党の枝野（幸男）会長のもとでの憲法調査会、ここでまとめたもの、もう一度一つの案として調査会的なものをつくったほうがいいのかどうなのか。これは代表に選ばれた後、党内でその声を聴きたいと思う」
　－－自身が他の２候補と違う点、代表によりふさわしいと思う点は
　玉木氏「２人は本当に尊敬する先輩だ。一番の違いは明確。私が一番田舎者。今も田んぼの真ん中に住んでいる。家族３世代で住んでいる。裏山からイノシシが出てくる。でも、そういう所に住んでいるからこそ、空き家の問題、耕作放棄地の問題、あるいは独居老人が増えて訪問介護・在宅介護は十分なのか、そういうことに不安を感じている人たちに最も近い所で私は暮らしている。
　だから農業政策、当選以来ずっと取り組んできたが、やはり地域をどうやって元気にしていくのか。特に農業、農村。どう元気にしていくか。このことについて思いを持ってこれまで取り組んできた自負があるので、代表になっても堂々と訴えたい。もう一つ。私は四国出身で参院選では東北や、あるいは北海道、関東は勝ったが、西日本はボロボロだ。西日本の地域組織の再編・強化。このことにも取り組みたいと思う」
　蓮舫氏「最大の違いは女性だということだ。もちろん前原さんと玉木さんも私以上に女性的というか、女性のことをちゃんと尊重してくださる素晴らしい仲間だと思っている。そういう部分では大きな違いはないかもしれないが、私が代表になれば、ガラスの天井に向き合っている人たちが『自分ももうちょっと頑張ってみようか』。もちろん上を目指すということではなくて、『今ここにいる息苦しさを政界で打ち破ろうとしている人がいるんだ。じゃあ、自分ももうちょっと頑張ってみよう』。その元気を私は日本の女性、その女性を支えている男性、全てに与えたい。そのための発信力を持っていると思う。ときに発信力が間違った方向に行くときもあるのが私の悪いところだけども、そこは前原さんや玉木さんや、わが党の仲間には優秀な仲間がいっぱいいる。支えてもらっている。支え合う民進党をつくれると私は思っている」
　前原氏「一番年食ってますんで（笑）。最年長の候補なので、私のポイントというと、失敗の経験をたくさんしたということだと思う。４３歳で代表にならせていただいた。７カ月で辞めることになった。また、政権与党のときにも大臣を辞めることもあった。つまり、なるというときには勢いがあるが、守りとか、あるいはガバナビリティ、人をどう使うか、人の気持ちにどう応えるか。こういうものは長年の蓄積でないとなかなか分からない。
　先ほど旧民主党の失敗ということを申し上げたけども、やはり一つの大きな失敗は、与党になったのにお互いが角を突き合わせてガバナビリティを発揮できなかったこと。こういうものをまとめる経験と、失敗からわれわれは学んだ、そういった統合力をしっかり引き出せるのは私ではないか。そう自負をしている」
産経新聞2016.9.2 17:37更新 
【民進党代表選・共同会見詳報（５）】蓮舫氏「政策の違う政党と政権を目指すことはない」　前原誠司氏「衆院選では野党共闘路線はリセット」　玉木雄一郎氏「考え方の違う政党とは一線を画す」
　－－共産党などと野党統一候補を擁立した参院選の戦い方への評価は。次期衆院選ではどんな野党連携が望ましいと考えるか
　蓮舫氏「バラバラに候補者を出していたら絶対に勝てない地域で勝たせていただいたところがある。この部分では一定の評価はあると考えている。ただ、私は東京で全ての野党と戦っていた。その中で２人勝たせていただいた。その部分では、全体としてあの参院選で野党の連携が絶対だったとはいえないと思っている。こういう基礎的枠組みをどういう展開ができるのか、もう一度、代表になってから党の皆様方、あるいはこれから代表選が始まってくるので、党員・サポーターの皆様方の声に、真摯に耳を傾けさせていただく。ただ、衆院選で綱領が違う、政策が違う政党と政権を目指すことはない」
　前原誠司氏「参院選では野党共闘というのは一定の結果、評価があったのではと思っているが、ただ衆院選は政権選択の選挙なので、私は一度、岡田（克也代表の）路線はリセットすべきだと思っている。一番悪い例は東京都知事選だったと思う。野党４党共闘ありき。そして政策は後回しで有名人を出した。こういうやり方は国民をバカにしていると私は思っている。
　従って、内政・外交安全保障、こういった考え方において一致する、特に天皇制、自衛隊、日米安保、消費税。こういったものをしっかりと共通認識を持てる政党としか、われわれは連立を組むつもりはないと、しっかりと高らかにあげるべきだと思う。左の票を取りに行くのではなくて、真ん中の、ど真ん中の、本当に自民党に代わる改革勢力、あるいは日本を安心させてくれる勢力。これを期待している層にしっかりメッセージを発するのが新生民進党であるべきだと、私はそう思っている」
　玉木雄一郎氏「基本的考え方の違う政党とは一線を画す。これが大原則だ。ただ、今回の代表選もそうだが、他党との関係がどうだこうだときかれるような政党であることが問題で、われわれは中長期的には単独で政権を担えるような政党になっていかなければいけないし、そのための実力を苦しいけれどもコツコツコツコツつけていくことが大原則だと思っているから、その意味で『一線を画する』、これが大原則だと思っている」
　－－蓮舫氏は参院議員だ。衆院へのくら替えは。来月の衆院補選に出馬する考えはあるか
　蓮舫氏「当然、この政党を政権交代まで導いていく覚悟を持っているので、私自身が今の参院議員ではいけないという認識も持っている。その部分で覚悟はいつでも行動に移そうと考えている」
　－－アベノミクスに対抗できる分かりやすいキーワードも必要だが
　前原氏「今回の選挙で愚直に私が訴え続けていきたいのは『オール・フォー・オール』。これは誰が聞いても分からないと思う。『みんながみんなのために』って。そこからスタートしたいと思っている。したがって、『オール・フォー・オール』にまず関心を持っていただく。そしてそれが、みんなが負担をし、みんなが受益者になる。そして受益の中身についてもしっかり示していく。その中で理解が深まって、結果的にマエハラノミクスといわれるようになればいいと私は思っている」
　玉木氏「タマキノミクスを出したいと思うが、一つはこども国債だ。経済政策は大きく３つしかなくて、金融政策、財政政策と、いわゆる規制改革をはじめとした構造改革。１番目の金融政策についてはやり過ぎなので、ただ一定の緩和は必要だ。今の状況。世界的な中で決まっていくから、だから少し、２年で２％という目標は少し柔軟化して、日銀の国債買い取りのボリュームをちょっと柔軟化したほうがいいなというのが一点。財政政策は明確だ。借金して公共事業をやるのが自民党。借金してでも次の世代に投資して教育や子育ての支援を充実させる。具体的にいうと、毎年５兆円、２０年間で１００兆円増やすのが、われわれ民進党。３つ目の構造改革は改革のための改革で、何のこっちゃ分からんような改革がいっぱいある。
　インターネット陳情というのをぜひ提案したい。ＡＩ（人工知能）とか使うと、いろんなことを分類も自動でできるから山のように来る。私も陳情をいっぱい受けるから分かるが、それなりの累計ができて即文科省、即農水省とやって、１週間以内に答えろと。このやりとりを全部オープンにする。『明治２２年の訓令があるからできません』とか言ってきたら、それは国民に見てもらって『おかしいじゃねえか』と言って、国民の力で規制改革をしてビジネスを前に進めていく。こういうことをやりたいと思う」
　蓮舫氏「私は何とかミクスという考え方はもう死語に近いと思っている。ある意味、レーガノミクスとかサッチャリズムとか、世界の新自由主義が今もう一度本当によかったのかと立ち止まるときだと思っている。結果として究極の資本主義は究極の格差拡大が広がっている。ある意味、いろいろな国家が保護主義に走り始めている。ここはやはり、何でもかんでも経済最優先だけという考え方は、もう一回立ち止まりたい。
　幸い私は『蓮舫といったら行革』とか『蓮舫といったら仕分け』とか、そういう部分で象徴的に表現されやすいものだから、蓮舫・民進党・人に投資・人に優しい・再分配、そういうイメージを持っていただけるような、じわじわと信頼できる、その後で言葉がついてくるような、言葉が先走るような、そういう政治ではない、信頼を取り戻すための一つ一つの積み重ねだと思っている」
　－－政策論は大事だが、必要なのは民進党はこう変わったと思ってもらえること。代表選で、自分は変わったことを証明してみせるものがあれば聞きたい
　玉木氏「私が当選することが一番変わったことにつながる。もうひとつは“ＧＮＮ”を上げていく。何かというと、義理と人情と浪花節。実は出馬に至る経緯で『おまえは冷たい』『政策はわかるが、義理と人情と浪花節をわかっていない』といわれ、その通りだと思った。私も変わっていかなければならないと思った。旧民主党の悪い意味でのイメージであれば、もっと、義理や人情、浪花節、そういった人の気持ちや感情、つながりを本当にわかった結束の強い組織に変えていくことが一番、変化を国民のみなさんにも示すことになると思う」
　蓮舫氏「蓮舫代表になっただけで大きく変わる。それは、玉木さんも前原さんも同じだ。みんなその思いでここに立っている。新世代民進党をしっかり作っていくんだというメッセージをこれから１５日まで打ち出していく、皆さんに報道していただく、それが届いてもらいたい。それが、その後どうやって変わったかを維持するかが一番問題だと思っている。
　奇策はないと思っている。愚直なまでに、批判ではなく創造。私たちはそれを示し続けていくことだと思う。もうひとつ言うと、自民党になくなってきた情と理の情の部分。民進党はもともとこの情の部分が薄い。理にたけた人材はたくさんいるが、党内で話をさせていただいて、老・壮・青、皆さんが持っている情の部分は深い。私はちょうど真ん中の世代に位置しているので、母親的な感覚も含めて、上と下の世代を情でつなげたい」
　前原氏「私も含め３年３カ月の政権与党のときの自分のやったことを否定するのはつらいことだ。皆さん、あれもやったこれもやったとの思いもあると思うが、何もできなかった。そして、トータルとして、皆さん方から失敗の烙印を押されましたということを認めない。そこが民進党に対する信頼が来ていない最大の理由だと思っている。
　われわれは、あれもやりました、これもやりましたは、一切言わない。期待を裏切った、申し訳ない、そして、また、ゼロから民進党として、皆さんの信頼に応えるために頑張らせていただきたい。戦犯である私が代表になって、皆さんにゼロからお話をすることが一番のスタートになるのではないか。そうしないと、いくら良い政策を言っても聞いてもらえない。そういう感覚でいる」
産経新聞2016.9.2 17:50更新 
【民進党代表選・共同会見詳報（６完）】玉木雄一郎氏「ＴＰＰ交渉には反対だ」　蓮舫氏「日本だけが進める環境にない」　前原誠司氏「今のまま押し通すのは反対」
　－－玉木雄一郎候補の名刺に「民進党」の文字がなかった。ホームページのトップにもない。理由は
　玉木雄一郎氏「更新が遅れている。アメリカの上院議員、下院議員は確か政党のロゴを名刺に入れない。それをまねした」
　－－与党は秋の臨時国会でＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連携協定）の承認を目指しているが、どう対応するか。農業政策への考えは
　蓮舫氏「大切なのは、わが国だけで決められる話ではない。自由貿易体制を進めていくのは私たち全員共通の課題だが、アメリカの大統領選の候補者２人が明確に否定している。その段階で、今まで私たちが積み上げてきたものを日本だけが進める環境にはないと思っている。もうひとつは、交渉過程も含めて、真っ黒に塗りつぶされた途中経過が野党に、あるいは国民に、農業従事者に分からない情報公開のあり方はおかしいと思っている。国会決議で求めた重要５品目についても守りきれなかったことは大変重いものと思っている。今回、政府が出してくるであろうＴＰＰ関連法案は、われわれは同じ土俵に立てないと思っている」
　前原氏「わが国はＡＰＥＣ（アジア太平洋経済協力会議）に入っており、ボゴール目標がある。二重の地域国において、自由な経済体制を作るという意味において、ＴＰＰはひとつの山の登り方だと。そして、まさに日米安保体制という安全保障の共通の同盟関係にある国が経済でも同じプラットホームを作る戦略的な意味においては、総論において必要な取り組みと思っているが、われわれの政権時は入り口に入れなかった。つまり、アメリカの譲歩を強いられるということによって、われわれは国益を失われるということで入らなかった。安倍政権になって、簡単に入った。国益を失った。
　そして、まさに交渉過程が明らかにされないということもあり、資料も出してもらえない。まさに国会で議論できる素地ができない。レームダックセッションでまとめるという話があったが、これも難しくなってきたということになれば、アメリカが批准しないものについては、これはトランプ、クリントン両候補は反対と言っているので、成立する見込みがない。こういうものを貴重な国会の時間を使って議論することはナンセンスだということで、それを前提に国会に入りたい。ＴＰＰを今のまま無理やり押し通していくことには反対したい」
　玉木氏「ＴＰＰの特別国会では何度も審議に立った。中身の分からないものに判を押すことはできない。今回のＴＰＰ交渉には反対だ。特にコメについて、アメリカから７万トン入ってくると文書には書いているが、密約もあって、実は１１万８千トンではないか。アメリカの公式文書には書かれている。こういったことを明らかにしないと、とても批准することはできないと思っている。
　農業政策は、安倍政権になってから、農業所得は下がりっぱなしだ。民主党政権時代に評価の高かった米所得補償制度を半額にし、平成３０年からやめようとしている。私は米所得補償制度をアップグレードして、ＥＵ型の共通農業政策のような例えば環境加算であるとか、消費者の視点に立った作り方をしたら、さらに交付額を増やすような環境や消費者目線の交付基準。こういった制度にアップグレードして、直接支払い所得をしっかりと補償する制度を復活させていきたい。農政ほど地方分権が求められるものはない。農政局単位に使える交付金を出して、地域が何に使うかを地方が選べる交付金としていくことも大切だと思っている」
　－－共産党との衆院選での選挙協力は
　前原氏「基本政策、内政、外交安全保障において、一致しない政党とは連立を組まないことは申し上げた通りだ。そして、選挙については、われわれは自分たちの考え方を中心に政権を作りたいと思っているから、他の野党がどう考えるかの判断であって、われわれがとやかく言うことではない。それは他党の判断になると思う」
　玉木氏「２００９年の選挙がベストだと思っている。あの時は事実上、共産党が立てなかったことによって、選挙区当選した民主党の候補もたくさんいたが、今回のような形の共闘、連携という形はとっていない。一線を画すことが大原則だが、個々の選挙区によって、いろんな思いでひとつ、結果に至ることはあるのかなと思っている」
　蓮舫氏「選挙は政策で選んでもらうものだ。私たち民進党は政策集団である原点に、次の総選挙、誰が代表になってもそこは力強く打ち出していくことになる。その政策に対して、他党がどのようなご判断をするか口を出すところではないと思っている」
　－－最後に、ひと言ずつ
　蓮舫氏「頑張ります。１５日まで１１カ所、日本中を回る。本当に、党員サポーターの皆さんが『民進党じゃなきゃな』と言われていた重さを誰よりもわかっている。だから、民進党だから応援したくなるような代表戦。民進党だから頑張ってもらいたいと応援していただけるような言葉を持って、しっかり戦いを乗り切って、蓮舫代表になりたいと改めて思っている。ありがとうございました」
　前原氏「日本は不安に満ちている。そして、アベノミクスは壮大な実験で破綻がどんどん近づいている。日本は崖っぷちだと思う。しかし、その崖っぷちの日本を救える野党第一党が極めて心もとない、頼りない。そういう意味においては、今回の民進党の選挙は歴史に残る選挙だと思っている。ここで反転攻勢のきっかけを作れなかったら、民主主義が機能しない国になる危険性がある。これは民進党が駄目になるだけではなく、日本全体が危機に陥る。それぐらい、今回の選挙の重要性をひしひしと感じている。私のモットーは、『天命に生きる』だ。もちろん、自分の当選に向けて頑張るが、民進党の代表選挙が今回の天命だと。天命に背けば、この政党は存続しないと、それぐらいの覚悟で臨んでいきたいと思う。ありがとうございました」
　玉木氏「私は学生時代、陸上競技の選手だった。１０種競技をやっていた。今回のオリンピックで一番感動したのは、男子４００メートルリレー。なぜかというと、日本人選手はいまだ、９秒台の選手はいない。１００メートルで決勝に残る選手もいない。でも、そういった選手が４人集まって走ると世界２番目になった。日本の姿を見た。そして、民進党もひとり１人それぞれ力を持っている。でも、大切なことはそれを集めてそれぞれの力以上のものを組織として発揮できるようなそんな集団にこの選挙を通じて、みんなの思いをひとつにして、生まれ変わっていく、その産みのプロセス、産みの苦しみを心に刻んで頑張りたいと思う」
産経新聞2016.9.2 07:15更新 
【民進党代表選】蓮舫代表代行インタビュー（１）「安倍首相の経済政策は昭和だったら機能した」

民進党の蓮舫代表代行インタビュー＝１日午後、東京・永田町の参院議員会館（斎藤良雄撮影） 
　民進党代表選（１５日投開票）に出馬する蓮舫代表代行は１日、産経新聞のインタビューに応じた。詳報は以下の通り。
　－－出馬の動機。代表として一番目指すものは何か。最も重視する政策は
　「相当苦渋の決断だったことは事実です。参院議員でありますし、政治経験も１２年しかありません。いい意味でも、悪い意味でも４０代。自分自身はあまり意識していませんけども、女性。色々な部分で、恐らく乗り越えなければいけない壁というのがある。それと、結果として７月の参院選は、私たちは数を減らしています。今、参院の景色は随分窮屈なものになっていますよね。われわれの席から見ると。衆参合わせて党所属議員は約１５０人。ここからどうやってもう１回再生していくのかは、相当な困難な道だと思います。ただ岡田克也代表、あるいは海江田万里前代表をはじめ、党が相当苦しい時期を先輩たちが守り、再生への道筋をつける努力をしてくださった。そうなると、次の時代、私たちの世代がきっちり立ち上がらなければいけないなというのは、自分の中での本当の判断の、最終判断の思いでした」
　「やっぱり経済、この国をどこにもっていくのか。安倍晋三首相の経済政策は、効率的に機能した時代もあったと思います。でも残念ながら、そのときは昭和だと思うのでね。もう平成も２８年目に入りましたし、バブルも知らないのが当たり前。氷河期が当たり前の子供たちが大人になろうというときに、人口が増えて、ものを作ったら売れて、ものが売れたら企業が成長して設備投資をして、そしてまた成長していくという時代と、残念ながら真逆の時代に入りました。消費者が減って、１人１人の労働生産性もそんなに高まっていない状況では、これ以上の、今の政権が言っている（国民総生産の実質）２％という成長は、恐らくもっと現実的に見ていかなければいけないんだと思います。同じ財源を使うのであれば、違う使い方をしましょうというのが私の最大の思い。人への投資に尽きると思います」
　－－「分配」が今の政権との違いと強調している
「成長も必要ですが、分配の変え方はより必要だと思っています。成長が必要だけれども、実は費用対効果が、その成長に伴っていないと言いますかね。例えば、投資する方向性を子供たちの教育であるとか、やっぱり究極的には、人が減り負担が大変増えてくる世代を大切にしたい。「結婚ができる社会」をつくりたいんです。結婚すれば消費につながりますし、子供が生まれたら、それも消費につながります。今はそれが全部不可能になってきていて、結婚もできなければ、仕事も不安定で、収入は薄い。自分の人生、先が見えるような、そんな切ない選択を大学生時代から押しつけているような国の景色は違う。ここを変えるやり方をしなければ、いつまでたっても、日本は成長は追い求めるんだけれども、人が弱ってくるように思えてならないんですね」
　－－そこに社会のゆがみがあると？
　「ゆがみというよりは、資本主義における新自由主義って何なんだろうって、立ち止まるときだと思うんですね、全世界的に。米国の決断を見てみても、ドイツの首相の判断ひとつを見てみても、やっぱり保護主義的に回帰していると思う。それは、資本主義が行き着くところの新自由主義の先には、格差というのは当然もたらされる。格差自体は悪いものじゃないんです。努力したものは、それはそれなりの成功を得るものです。残念ながら、そこに乗れなかった方たちが、平均所得よりも少ない生活を送らざるを得ないということはある。ただ、自己責任で解決できないものまでも切り捨てたことによって、国がゆがみ始めている。だから、あるところから取って、ないところに分配しようという再分配論があったんですけども、きっとそれは機能しないと思っているんですよね。だから全体的に、今ある税収の使い方をもう１回、見直す。それがやっぱり本当の意味での分配だと思っています」
　－－旧民主党政権時代の子ども手当は理想と現実が違った。民主党政権に期待した人ががっかりした部分であるし、そのがっかりはいまだにひきずられているのでないか
　「最大の失敗は、われわれが政権を担った時間が短かったということに尽きるんです。それは自分たちの責任であるんですけど、バース・フリー、つまり出産無料化も含めて出産一時金を高めて、しかも産んだ後に渡される出産一時金を、産む前にもお渡しできるように変えました。生まれたら中学３年まで子ども手当。さらに高校教育無償化。ここで下野してしまいました。そこから先に給付型奨学金をやろうと思った。つまり、生まれてから大学を出るまで、望めば可処分所得を増やす。子供に主眼を置いた政策を私たちは作りたかった」
　「ただ、やはり衆参ともに過半数だったときにもたもたし、（衆参勢力が）ねじれてしまって妥協したものと、最後のゴタゴタで全く実現できなかった。この全てのしわ寄せが、下野時代の冬の時代だった。だから、今、私が言っている『分配』というのは、現金給付だけというのは、やっぱりもう１回見直すべきです。現物給付。それはやっぱり奨学金のあり方だし、誰でも、それこそ所得制限なしに保育所に入れる。専業主婦だって入ったっていいじゃないか。いろんな意味で、小学校、『小１の壁』というのがあるのならば、それは柔軟な対応を取る形の規制緩和があってもいいじゃないか。全ての政策を総動員することによって、子供を持って後悔しない社会を作るというのが、私の反省から立った、今の分配なんです」＝（２）に続く
産経新聞2016.9.2 07:42更新 
【民進党代表選】蓮舫代表代行インタビュー（２）「私はバリバリの保守ですよ。野田佳彦前首相並みの保守ですよ」
　－－平成２４年に下野してから、野党第一党として支持率がなかなか回復しない。何が良くなかったのか。国民の信頼を回復できていない要因は
　「反省が足りないのと、反省しすぎると、この２つだと思います。もう前を向くべきです。われわれがやるべきものは提案です。ここに尽きると思います」
　－出馬会見でも「批判してばかりいる政党と思われている」と強調していた。これからは批判から提案に軸足を移していくのか
　「それはですね、くしくも気づかせてくれたのは、安倍晋三首相です。口を開けば、われわれの政権の悪口をきれいに言ってくださいましたけども、聞いていて、やっぱり美しくないと思ったんですね。小さいな、ともいまだに思っております。（ただ）私たちはそれをやってしまっているんだということにも気づいたんです。だから学習をしました。ただ、政治とカネの問題とか、今言われている口利きの国会質問であるとか、閣僚に疑義が持たれているのであれば、野党の役割としてただす手法が当然あります。ただ、その先に、どうしたら再発防止になるのかなどという提案は、常にセットだと思います」
　－－共産党との選挙協力について。次期衆院選でも参院選と同じような選挙協力を行うのか。１０月に行われる２つの衆院補選では、共産党との選挙協力をどのように考えているか
　「あまりにも綱領が非現実的なところと、われわれは政権を目指す気はない。当たり前の話です。その上で、やっぱり参院選の分析が必要だと思うんですよね。３２の改選１人区。確かに自民党からしてみたら、気持ち良く勝った選挙ではなかったと思います。もちろん私たちは負けた選挙ですから、野党が勝った１人区において、もろ手を挙げるわけにはいかないんですけども、例えばなぜ東北に集中したのかとかね。なぜ西日本、四国、中国はだめだったのか。おしなべて、野党連携がうまくいったとは言えないところは、ちゃんと分析をしなきゃいけないと思います。ただ一つ言えることは、野党候補を１人に絞ったことにより、現実的な政策が乗っかったところは成果が出ています。環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）とかね。そこにも一つ解があると思う。私たちの政策をもう１回研ぎ澄まし、むしろそれに、ほかの野党が乗ってこれるんですかという話なんだと思います」
　－－参院選では野党４党が４項目の政策協定を結び、３２の１人区で候補者調整をした。衆院選でも民進党から政策を作った上で、それについてこられるかを判断材料にするのか
　「うーん、まあ、われわれがお示ししてはかるという立場でもありませんので、それぞれの政党がお考えになられて、何か提言があるんだったら、それは聞かせてはいただこうとは思います。ただ参院選のやり方とは明らかに違うというのは、大前提です。だから、そこは前例にならない」
　－－前原誠司元外相は、「天皇制や自衛隊など国の根幹にかかわるところには民進党としての考えがある」として、選挙協力をするときには、そこまで見なければいけないと語っていた
　「基本的には、前原さんにしろ、どなたかほかの人がお出になるにしろ、考え方は一緒です。ここは争点にする話じゃない。やっぱり見ているところは、同じです。綱領が違う。政策が違う。それでも党首同士で（街頭演説などに）並ぶんですか。それはあり得ませんという話です。ただ、野党が一緒になることの力は否定はしません。代表になってみて、自分たちが作り出す政策と、作り出す姿勢を持った上で、各野党のみなさま方と連携のあり方を考えることはあると思う」
　－－岡田克也代表は共産党に引っ張られすぎたのでないか。
　「うーん、他者の見方なので。私は岡田代表をサポートしている立場にありますので、岡田さんが引っ張られたということはないと思います。むしろそれよりも、私たちの政党支持率が上がらなかったことの方が、結果としてそのように見られたのか。私たちの政党支持率がちゃんとあって、野党の中でも突き抜けて国民に評価されているのであれば、見方は違ったのだと思います」
　－－１０月の補選（民共の候補一本化）はどうか
　「代表になった方が考える話ですけれども、そこはね。今言った延長線上で考えなければいけないと思います」
　－－共産党の小池晃書記局長は、補選でも候補者一本化に前向きな考えを示している
　「直接聞いてみないと分からない話だ。ただ、野党４党の幹事長・書記局長会談で、今後の国会内外も含めて、連携のあり方は考えていきましょうと現執行部が（合意）している。公党間の約束はほごにしてはいけない。この考えは踏襲というよりも、どこかの責任ある与党と違って、（旧民主・自民・公明の）３党合意をほごにするような軽い姿勢は取ってはいけないと思います。公党間の約束は重いと思いますのでね。ただ、これまでの連携とは、延長線上にあるとは思わないでいただきたい。私が代表になったら、そこには自分の考えがあります」
　－－直近のテレビ出演で「戦争法案という言葉には違和感がある」と語っていた。「蓮舫氏は保守的な面がある」と評す同僚議員もいる
　「私はバリバリの保守ですよ。みんな間違っているけど。野田佳彦前首相並みの保守ですよ」＝（３）に続く
産経新聞2016.9.2 08:29更新 
【民進党代表選】蓮舫代表代行インタビュー（３）台湾との「二重国籍」疑惑報道に「帰化じゃなくて国籍取得」「質問の意味分からないけど、私は日本人」
　－－世間のイメージと戦争法案に違和感を感じるような現実とのギャップが埋まっていないように思う
　「多分、私はものすごいリアリストなんだと思います。法律は社会を変えるし、法律は人々の行動や社会としての可能性を動かすものになったときに、例えば安倍政権が出してきた安全保障関連法の全てを見たときに、いいものと悪いものが玉石混交だったんですよね。われわれが賛成できるものもあれば、われわれが納得できないものもある。もっといえば、憲法に抵触するものもあれば、ここは現実的だよねというものもあって、政府が関連法案１１本を２本に束ねたというのは、政権として非常に残念な提出のされ方をしたのだと思う。安保法制は、社会の変え方、人の行動の可能性で戦争に巻き込まれることは否定できない法律案でした。だけど、その途中を全部端折って『戦争法案』というのは、私は、むしろミスリードをする言い方だったと思っています。安全保障というのは、リアリストじゃなきゃいけない。だから私たちは（武力攻撃に至らない『グレーゾーン事態』に対処するための）領域警備法にこだわっているんです。ものすごく。今の北朝鮮のことを見てみても。それは、ホルムズ海峡までいく話ではない。集団的自衛権というよりは個別的自衛権をどうやって確保していくんだという話なんです。ここは多分、保守とかリベラルじゃなくて、現実、リアルを見たときに、誰もがこの位置に立ったら、あの法案は分けた方がいいよねという声にきっとなったんだと思います。国連平和維持活動（ＰＫＯ）のあり方や、国際貢献のあり方を含め、われわれが出した法案と政府案は意外に重なる部分もあったと思っています」
－－憲法改正について、旧民主党では、枝野幸男憲法調査会長が平成１７年に「憲法提言」をまとめている。これを受け継ぐか。与党側は、具体的に改憲すべき条文を絞り込む動きもある。民進党はどうするのか。「まず、国会の憲法審査会が動いたら参加するというよりも、与党の審議拒否を早く正していただきたい。審査会を止めたのは自民、公明両党ですから。自分たちに都合の悪い憲法学者の声が出た瞬間に（審議日程を協議する）与野党の筆頭間協議さえもままならなくなった。むしろ審議拒否をされたのは今の与党ですから、ここは堂々とわびを入れた上でちゃんと動かしていただきたい。ただ、党内で憲法の問題が最優先かというのも、もう一度考えないといけないと思います。むしろ皇室典範のあり方であるとか、あるいは私たち、特に私が今、重要視しているのは、経済政策。この秋の平成２８年度第２次補正予算案もそうですけども、国由来の３兆円を本当に財政投融資の発行も含め、大型公共事業を中心としてみなさま方の税金を使い続けていいのだろうか。ここに対する提言をむしろまとめるのが最優先だとも思っています」
　－－「憲法９条は絶対守る」と語っている。その背景は。自衛隊の存在との整合性は
　「いや、だって自衛隊は戦力じゃないから。だって自衛のための防衛組織でしょ。これは自民党が長いことかけて、国会答弁を繰り返してきた話です。私たちはその答弁、その国のあり方で育ってきています。ものすごく自然に自分の中で落ちている憲法解釈ですよね」
　－－自然にそれが定着していると
　「何で９条というのにあえて踏み込んだのかというと、やっぱり憲法を守る、変えるという声を上げるのは政権ではなくて、国民です。結果として首相、政権が掲げた反射作用として国民の中から９条を守ろうという声が高まったし、これは国民の声だと私は判断しています。だからこそ、９条は守るというのは私の中の信条です」
　－－自民党でも、参院選挙制度に絡めた合区の解消や緊急事態条項、国会議員の任期延長の話からまずやろうという動きもある
　「緊急事態条項に関しては、われわれは質問趣意書も出していますし、今の政府もその条項がないから何かあった時にわが国のいわゆる首都機能も含めてね、守れないのかということは否定されています。そんなに必然性や緊急性があるとはとても思えません。むしろ３・１１（東日本大震災）の時の被災地の自治体議員の任期も柔軟に対応することができました。ここは、本当に緊急ですか。あるいは国防軍の創設も緊急ですか。家族間の押し付け的な条文も緊急ですかというのはやっぱり、これはしっかりと憲法審査会の方でも問わせていただきたいと思うし、むしろ憲法に対する関心が高まっている今だからこそ、そういう議論は積極的にするべきだと私は思います」
　－－代表として首相を目指す上で、将来、衆院議員にくら替えする考えは
　「もちろん覚悟はしています」
　－－民主党政権が崩壊した理由として、仲間で批判し合うことがあったと思う。まだ、公より私を優先してチーム力よりも、自分がこうしたいというのが、ちょっとはびこっていたと思う。自民党はなんだかんだ言っても、まとまる団結力があるのでは
　「それは与党だからでしょ。与党であることの団結力は、個の主張であるとか、自分たちの姿勢の強調というものは抑制されるという大きな求心力に働きますよね。私たちは、そこが少ない。だからポジションも少なければ、バッターとして目立つところに立っていただける時間や枠も少ない。そう考えると、消化不良感が残るというのは野党の宿命だと思います。ただ、それをどういう風に束ねていけるのかというのは期待です。私たちはもう１回頑張れるという期待です。今の『もう１回頑張れる』は、ずうっと下を向いていた空気をまず上向いていいだという空気に変えられる。で、その先をみんなで作っていこうよというやっぱり期待感なんだと思うんですよね。代表の役割は。その期待感を作ることだと思います」
　「われわれも過去の残像と決別した方がいいんですけれども、今の段階で政権交代って、まだ言えないと思います。私が批判から提案と言っているのは、批判しかないと思われているところに提案があるんだというのをしっかりしていくことによって、政府の政策とうちの政策の選択肢を示す。この選択肢を示すことが積み重なったときに信頼になります。信頼は次の選挙で、じゃあ私たちは選択してもらえる政党なのかという『みそぎ』をもう１回やらなければいけないと思います。もちろん、全ての総選挙で政権交代は目指しますけれども、最初から政権交代というのは、私たちの等身大の目標としてはまだ受け入れられない」
　－－出身の台湾と日本との「二重国籍」でないかとの報道がある。帰化していると思うが…
　「帰化じゃなくて国籍取得です」
　－－過去の国籍を放棄し忘れているのではないかという指摘だ
　「ごめんなさい、それ分かんない。それを読んでいないから」
　－－国籍法が改正されて、２２歳までは日本国籍があるけども、そこで選択を迫られ、残った国籍は速やかに放棄しなければいけないという規定がある。それをしているかどうかという記事が出ている。首相を目指すのであれば、仮に台湾籍があるならば、ネックになると思うが
　「質問の意味が分からないけど、私は日本人です」
　－－台湾籍はないということでいいのか
　「すいません、質問の意味が分かりません」
（完）
蓮舫氏、衆院補選出馬否定せず＝「政権交代へ覚悟ある」
　民進党代表選に立候補した蓮舫代表代行は２日の記者会見で、１０月の衆院補欠選挙にくら替え出馬する可能性を問われ、否定しなかった。
　蓮舫氏は「この政党を政権交代まで導いていく覚悟、私自身が参院議員ではいけないという認識を持っている。覚悟をいつでも行動に移そうと考えている」と述べた。
　蓮舫氏は参院東京選出。一方、小池百合子都知事が衆院議員を辞めたことに伴い東京１０区で補選が予定されている。　（時事通信2016/09/02-14:58）
蓮舫、前原、玉木氏が出馬＝党勢立て直しへ論戦－民進代表選


　民進党の岡田克也代表の任期満了に伴う代表選は２日告示され、蓮舫代表代行（４８）、前原誠司元外相（５４）、玉木雄一郎国対副委員長（４７）の３氏が立候補を届け出た。旧民主党が２０１２年末に野党に転落した後、４年近くに及ぶ低迷から党勢をどう立て直し、政権を担い得る政党に再建するかが問われる。共産党との選挙協力の在り方や憲法改正への対応が主要争点。１５日に投開票される。
民進代表選の仕組み
　党内の若手議員から推され、出馬を模索していた玉木氏は２日午前、立候補に必要な２０人の推薦人を確保した。蓮舫、前原両氏の一騎打ちとみられていた代表選は、三つどもえの構図となった。
　３候補は２日、それぞれ議員会館で出陣式を開催。蓮舫氏は「人への投資を強く訴えたい」と表明。前原氏は「崖っぷちの民進党、日本を立て直す」、玉木氏は「自由でリベラル、穏健な保守の立ち位置の政治集団をつくりたい」と述べた。午後に共同記者会見と討論会に臨み、政策や党運営の基本方針を説明する。　
　知名度の高さと清新なイメージを武器とする蓮舫氏は、旧民主党時代を含め初の女性代表を目指し、党刷新や発信力をアピール。行政改革の徹底や子育て支援の充実を訴える。
　民主党政権で要職を歴任した前原氏は、過去の失敗を踏まえた党の立て直しを訴える。保守系の論客として知られるが、改憲論は抑制し、貧困対策を含む所得格差是正に軸足を置く。
　玉木氏は「こども国債」発行による子育て・教育支援予算の充実や、地域活性化に力を入れる。届け出後に出馬会見し、次期衆院選について「共産党とは一線を画すことが大原則だ」と表明。憲法改正については「１年をめどに憲法構想をまとめるべきだ」と述べた。（時事通信2016/09/02-12:39）
各候補の推薦人＝民進代表選
　民進党代表選に立候補した３候補の推薦人は次の通り。（敬称略、丸数字は当選回数）
　【蓮舫代表代行】
　〔衆院〕赤松広隆（9）、高木義明（9）、近藤昭一（7）、黄川田徹（6）、武正公一（6）、細野豪志（6）、近藤洋介（5）、津村啓介（5）、大串博志（4）、郡和子（4）、柿沢未途（3）、佐々木隆博（3）、井出庸生（2）、緒方林太郎（2）、落合貴之（1）、篠原豪（1）
　〔参院〕小林正夫（3）、榛葉賀津也（3）、那谷屋正義（3）、相原久美子（2）、川合孝典（2）、川田龍平（2）、杉尾秀哉（1）、田名部匡代（1）、平山佐知子（1）
　【前原誠司元外相】
　〔衆院〕大畠章宏（9）、古川元久（7）、渡辺周（7）、泉健太（6）、大島敦（6）、小宮山泰子（5）、篠原孝（5）、鈴木克昌（5）、田嶋要（5）、長島昭久（5）、牧義夫（5）、石関貴史（4）、岡本充功（4）、小川淳也（4）、松木謙公（4）、太田和美（3）、北神圭朗（3）、神山洋介（2）、坂本祐之輔（2）、中島克仁（2）
　〔参院〕桜井充（4）、福山哲郎（4）、増子輝彦（3）、大野元裕（2）
　【玉木雄一郎国対副委員長】
　〔衆院〕菅直人（12）、荒井聡（7）、阿部知子（6）、寺田学（4）、今井雅人（3）、大西健介（3）、岸本周平（3）、木内孝胤（2）、高井崇志（2）、初鹿明博（2）、福島伸享（2）、宮崎岳志（2）、水戸将史（1）、松田直久（1）、横山博幸（1）
　〔参院〕柳田稔（4）、白真勲（3）、藤末健三（3）、石橋通宏（2）、森本真治（1）（2016/09/02-12:31）
「女性」「経験」「若さ」＝３候補がアピール－民進代表選


民進党代表選の出陣式で気勢を上げる蓮舫代表代行（中央）ら＝２日午後、東京都千代田区
　民進党が発足して初となる代表選。立候補を届け出た蓮舫代表代行、前原誠司元外相、玉木雄一郎国対副委員長の３人は２日午前、それぞれ自身の持ち味をアピールした。
　旧民主党時代も通じて初の女性代表を目指す蓮舫氏。トレードマークの白いジャケット姿で記者団の取材に応じ、「いよいよ代表選が始まる。わくわくする政治、さわやかな戦い、女性の挑戦に向けて頑張りたい」と笑顔で語った。


出陣式で気勢を上げる前原誠司元外相（前列右から４人目）ら＝２日、都内
　前原氏は、旧民主党で代表を務め、政権時代は主要ポストを歴任したが、挫折も味わった。胸に党のバッジを付けた黒いスーツに身を固め、「失敗、経験、猛烈な反省をバネに、党を再生し、信頼を回復したい」と、落ち着いた口調で話した。


民進党代表選の出陣式に臨む玉木雄一郎氏（中央）＝２日午前、東京都千代田区
　告示当日にようやく推薦人を確保し、駆け込みで出馬表明した玉木氏は当選３回の若手。自ら党本部に出向いて届け出を済ませた後、「私のような者が代表選に挑戦し、がむしゃらな姿勢を見せない限り、民進党が変わろうとする覚悟を国民に示すことはできない」と言い切った。（時事通信2016/09/02-12:10）
民進党代表選告示、蓮舫・前原・玉木氏が届け出

読売新聞2016年09月02日 13時01分

　民進党代表選は２日告示され、蓮舫代表代行（４８）、前原誠司・元外相（５４）、玉木雄一郎衆院議員（４７）の３氏が立候補を届け出た。

　次期衆院選を巡る共産党との選挙協力のあり方や憲法改正論議への対応、党再建の具体策などについて論戦が交わされる。１５日に東京都内のホテルで開かれる臨時党大会で投開票が行われ、新代表が決定する。

　今年３月に民進党が結成されて初の代表選となる。当初は蓮舫、前原両氏による一騎打ちとみられていたが、玉木氏が直前になって出馬に必要な推薦人２０人の確保にこぎ着け、三つどもえとなった。党の若返りを望む中堅・若手や、活発な論戦を求める菅元首相らベテランも玉木氏の支援に回った。蓮舫、玉木両氏の代表選出馬は民主党時代を含めて初めて。前原氏は２００６年に民主党代表を辞任して以来の代表就任を目指す。

　蓮舫氏は立候補届け出の後、「わくわくする政治、さわやかな戦い（に向け）女性の挑戦を頑張りたい」と抱負を述べた。高い知名度を武器に民主党時代を含め初の女性代表を目指す。

　前原氏は「民進党は崖っぷち。党再生は最後のチャンスとの危機感を持たないといけない」と決意を強調した。民主党政権の失敗を踏まえ、党再建の先頭に立つ意気込みを示す構えだ。

　玉木氏は「閣僚経験も何もないからこそ柔軟な発想で国の未来像、政策を堂々と示したい」と意気込みを語った。選挙戦では党の刷新を前面に掲げて、支持の拡大を図りたいとしている。

　代表選は岡田代表の９月末の任期切れに伴うもの。国会議員と国政選の立候補予定者、地方議員、党員・サポーターによる投票で争われる。新代表の任期は２０１９年９月末までの３年間。

北方領土は「大戦の結果」＝パンドラの箱に等しい－ロシア大統領
　【ウラジオストク時事】ロシアのプーチン大統領は米ブルームバーグ通信が２日配信したインタビューで、日本との北方領土問題について、２００４年の中ロ国境の最終画定と異なり、「第２次大戦の結果だ」と強調した。大統領はさらに、大戦結果の見直しは「パンドラの箱」を開けるに等しいと指摘し、北方領土問題の解決は容易ではないとの立場を示唆した。
　プーチン大統領は、０４年に中ロ国境地帯を流れるアムール川のタラバロフ島を中国領と認めた時と同じように解決できないのかと問われ、「（中ロ国境画定は）非常に高いレベルの信頼を背景にしてのみ可能になった」と説明。「日本との信頼もこうした高いレベルに達すれば、何らかの妥協を見いだせるだろう」との見方を示した。
　ただ、中国および日本との領土問題には「根本的な違いが存在する」と持論も展開。「日本との問題は第２次大戦の結果生まれたが、中国との国境画定問題はそうではない」と語った。その上で、大戦の結果を見直すなら、大戦を経て旧ソ連への帰属が決まった旧ドイツ領のカリーニングラードや旧ソ連軍の占領下にあったドイツ東部地域の扱いも議論しなければならなくなると指摘し、見直しを「パンドラの箱」と形容した。（2016/09/02-19:09）
「平和条約や領土問題、前進させたい」…首相

読売新聞2016年09月02日 13時43分

　安倍首相は２日午後、ロシア極東ウラジオストクで開かれる経済フォーラムに出席するため政府専用機で羽田空港を出発する。

　同日夕には、ロシアのプーチン大統領との首脳会談に臨み、経済協力や平和条約締結問題、北方領土問題などについて意見交換する。１２月に予定するプーチン氏の来日についても正式に合意する見通しだ。

　首相は出発に先立ち、首相官邸で記者団に「プーチン氏と２人で胸襟を開いて、じっくり話をしたい。平和条約や領土問題について前進させたい」と述べた。プーチン氏の来日については、「平和条約交渉を進めていく上では、静かな環境で首脳同士がじっくり話し合っていくことが大切だ。私の地元山口県にできればお迎えして、２人でしっかり話をしたい」とも語った。

　首相は３日に経済フォーラムの全体会合に出席し、極東開発をテーマに講演し、同日中に帰国する予定だ。

米韓合同軍事演習終了 北朝鮮への警戒続く
ＮＨＫ9月2日 17時41分
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先月から韓国で行われていたアメリカ軍と韓国軍による合同軍事演習が２日に終了しました。北朝鮮は演習期間中にＳＬＢＭ＝潜水艦発射弾道ミサイルを発射するなど強く反発していて、米韓両軍は警戒と監視を続けています。
先月２２日から始まったアメリカ軍と韓国軍による定例の合同軍事演習「ウルチ・フリーダム・ガーディアン」には、韓国軍からおよそ５万人、アメリカ軍からおよそ２万５０００人が参加しました。
北朝鮮からの攻撃を想定してコンピューターを使った指揮系統の連携を確認したほか、北朝鮮のミサイル基地などに先制攻撃する想定の訓練も行われ、予定どおり２日に終了しました。
この演習について、北朝鮮は「挑発的な軍事演習で朝鮮半島情勢を一触即発の戦争の瀬戸際に追いやっている」などと強く反発し、先月２４日には東部からＳＬＢＭ＝潜水艦発射弾道ミサイルと見られる１発を発射しました。
ミサイルはおよそ５００キロ飛んで日本の防空識別圏の日本海に落下し、韓国国防省は、北朝鮮のＳＬＢＭについて技術が高まっており、早ければ１年、遅くても３年で実戦配備される可能性があるという分析を明らかにしました。
北朝鮮は今後も、弾道ミサイル技術の向上やアメリカなどをけん制する目的でミサイルの発射を繰り返す可能性があり、米韓両軍が警戒と監視を続けています。
北朝鮮 ミサイル開発強調し米韓けん制
北朝鮮は１日、キム・ジョンウン（金正恩）朝鮮労働党委員長がＳＬＢＭ＝潜水艦発射弾道ミサイルの開発に携わった科学者らと記念写真を撮影したと発表し、今後もミサイル開発に力を入れる姿勢を強調しました。また、米韓合同軍事演習の最終日の２日も朝鮮人民軍が国営メディアを通じて米韓両国を非難し、「アメリカと南が侵略の戦争演習に固執し続けるならば、代価を支払うことになる」とけん制しました。
市民弾圧、政府を批判　辺野古、高江でＮＧＯ声明

琉球新報2016年9月2日 05:03 
　スイスジュネーブで１３日から開催される国連の第３３会期人権理事会に向けて、人権団体ヒューマンライツ・ナウ（東京）は８月２９日（現地時間）、日本政府が辺野古と高江で、平和的に抗議活動を行う市民らを深刻な暴力で弾圧していると批判する声明を提出した。声明は日本政府に、市民に対する暴力的な排除と過度な警備の中止を求めた上で「県民の自己決定の場への参加を保証し、米軍基地の集中を解くべきだ」などと訴えている。
　日本は２０１７年に、国連の人権理事会による全般的な人権状況審査「普遍的定期審査（ＵＰＲ）」を控えており、辺野古新基地建設や高江のヘリパッド建設現場における市民の強制排除などが厳しい国際世論にさらされる可能性がある。
　国連の人権理事会に詳しい琉球大学の島袋純教授によると、声明の提出は４７の理事国を持つ人権理事会への問題提起の意味を持つ。島袋教授は「声明の内容がすぐに議題になるわけではないが、世界中に日本の人権状況が伝わることで、今後の改善勧告につながる可能性もある」と話した。
　声明ではその他に（１）集会の自由の保証（２）報道の自由の保証（３）沖縄県民を先住民族と認める―ことなどを訴えている。ヒューマンライツ・ナウは、国連と協議を行うことが認められた国連特別協議資格を持つ日本のＮＧＯ。
しんぶん赤旗2016年9月3日(土)

砂利　ダンプ２０台分　沖縄・高江　防衛局が搬入強行
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（写真）Ｈ地区とＧ地区に通じるゲートの近くで「ヘリパッドはつくらせない」とコールする人々＝２日、沖縄県東村


　米軍ヘリパッド＝オスプレイパッド（着陸帯）の建設工事が本格化する沖縄県東村高江で２日、建設予定地に通じるゲート前などに多くの市民が集まり、抗議の声を上げました。

　沖縄防衛局は午前１０時から１１時すぎにかけ、国頭村の砕石場や米軍北部訓練場のメインゲート内に設置した仮置き場からダンプカー２０台分の砂利をＮ１地区ゲート内に搬入しました。早朝から市民が集まっていたＨ地区とＧ地区に通じるゲートでは、工事関係の車両や作業員の出入りはありませんでした。

　８月に｢Ｎ1裏｣のテントで９泊したという宜野湾市の女性（６９）は「新たに４カ所のヘリパッドをつくり、オスプレイの騒音で子どもたちを苦しめることを許さない。体力が続く限り、座り込んで抗議します」と力を込めました。

　兵庫県の女子学生（２４）は「高江に来てヤンバルクイナやリュウキュウヤマガメを近くで見ました。豊かな森を壊すヘリパッドの建設を止める力になりたい」と話しました。

沖縄の米軍施設工事で自衛隊ヘリが重機搬入の準備
9月2日 17時54分
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沖縄本島北部で進められているアメリカ軍施設の建設工事をめぐり、現地で抗議活動が続く中、防衛省は自衛隊のヘリコプターを使って重機を上空から搬入するための準備作業に着手したことがわかりました。関係者によりますと、防衛省は、ほかの手段がなければ、今月中旬にも実施できないか検討しているということです。
千葉県にある陸上自衛隊の駐屯地では、２日午後、ＣＨ４７大型輸送ヘリコプターが、ワイヤーのようなもので重機をつり下げて飛行する様子が確認されました。
沖縄本島北部にあるアメリカ軍北部訓練場をめぐっては、日米両政府の合意に基づき、敷地のおよそ半分を返還する条件としてヘリコプターの発着場を残る区域に建設する工事が進められていますが、現地では、反対する地元の住民などが工事用の車両が通る出入り口に集まって抗議活動を続けています。
こうした中、防衛省は抗議活動の影響を受けずに工事を確実に進める必要があるとして、重機の搬入に自衛隊のヘリコプターの使用を検討していることが関係者への取材でわかりました。
アメリカ軍施設の建設工事に自衛隊のヘリコプターが使われるのは異例で、防衛省は、ほかの手段がなければ今月中旬にも実施できないか検討しているということです。
参院選「１票の格差」１０月２８日判決＝広島高裁
　「１票の格差」が最大３．０８だった７月の参院選は定数配分が人口に比例しておらず違憲だとして、升永英俊弁護士らのグループが全４５選挙区の選挙無効を求めた訴訟で、広島高裁（森一岳裁判長）の第１回口頭弁論が２日開かれ、即日結審した。判決は１０月２８日。（時事通信2016/09/02-12:28）
しんぶん赤旗2016年9月3日(土)

警官が身分隠して唾液採取　東京高裁　ＤＮＡ違法収集を断罪　判決「令状主義の精神を無視」

　警察官と名乗らずに捜査対象の男性に近づいて、お茶を飲ませ、コップについた唾液から採取したＤＮＡ型鑑定をもとに逮捕した窃盗事件で、東京高裁（植村稔裁判長）は８月２３日、捜査方法が刑法の「令状主義の精神を没却（無視）する重大な違法」として埼玉県警を断罪、一部無罪としました。どんな捜査だったのでしょうか。

　２０１５年１月。荒川の河川敷でテント生活を送っていた男性（５８）に黒っぽい帽子をかぶったジャンパー姿の男性２人が話しかけてきました。

　この２人、実は埼玉県警の捜査官。男性に正体を明かすことはありませんでした。男性も２人が警察官だとわからず、河川敷を管理する国土交通省の職員だと思っていました。【イラスト１】

　そして２人は男性にお茶が入った紙コップを差し出しました。飲み終えた男性は、空コップを「捨ててくれるのだろう」と男たちに渡しました。男たちが窃盗のことを聞くことはなく、やりとりの一部始終は写真撮影されていました。【２】

　男性から紙コップを受け取った捜査官たちは唾液からＤＮＡを採取。これが窃盗事件の現場に残された犯人と思われる人物のＤＮＡと一致しました。この結果をもとに、Ａの逮捕状を裁判所に請求し、男性を逮捕。【３】

　捜査官たちは、逮捕した男性から再びＤＮＡを採取し、その鑑定結果を証拠として提出しました。【４】

　一審のさいたま地裁では、罪に問われた２件の窃盗事件でいずれも有罪判決となりました。

　公判で被告の男性は「警察官と名乗っていれば、お茶を飲んだりしなかった」と主張しました。

　二審の東京高裁は「個人識別情報であるＤＮＡ型をむやみに捜査機関に認識されないことは重要な利益である」と指摘。令状なしで、被告の意思に反して唾液を違法に入手した県警の行為を違法だと断罪しました。違法入手したＤＮＡ鑑定を逮捕の決め手とした窃盗事件１件については、無罪としました。

現状に鋭い警鐘　法的規制が急務

　岩田研二郎弁護士(日弁連刑事法制委員会委員長)の話　判決は、「個人の究極のプライバシー」と言われるＤＮＡ型情報の取得が、警察により違法に行われている現状に令状主義の観点から鋭い警鐘を鳴らすもので、大きな意義があります。警察庁は、２００５年に「ＤＮＡ型記録検索システム」の運用を開始し、ＤＮＡ型鑑定を活用した捜査手法が進んでいます。

　日弁連は、０７年１２月、その捜査手法に関して、被疑者からのＤＮＡ型情報の採取は裁判官の令状によるべきであるとし、例外的に同意を得て任意の採取を行う場合も、採取の意味、利用方法などを書面で示して十分に説明することを提言し、ＤＮＡ型情報の採取や保管、データベースの運用は国家公安委員会規則でなく、法律で規制すべきだと提言しています。

　最近は、警察が捜査のためにＧＰＳ位置情報、顔画像から生成する顔認証データなどのプライバシー情報を収集利用することが増えており、法律による規制が早急に必要です。

　令状主義　逮捕や勾留、差し押さえ、家宅捜索など、当事者の人権や身体、財産などに制約を加える強制処分を行うには、裁判所や裁判官が発付する令状を必要とする原則。
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「生前退位 認めたほうがよい」８４％ ＮＨＫ世論調査
ＮＨＫ9月3日 5時27分
天皇陛下は先月８日、「生前退位」の意向がにじむお気持ちを表明されました。ＮＨＫの世論調査で、天皇陛下の「生前退位」を認めたほうがよいと思うかどうか尋ねたところ、「認めたほうがよい」と答えた人は８４％、「認めないほうがよい」と答えた人は５％でした。
ＮＨＫは、先月２６日から３日間、全国の１８歳以上の男女を対象にコンピューターで無作為に発生させた番号に電話をかける「ＲＤＤ」という方法で世論調査を行い、調査対象の６１％に当たる１６６０人から回答を得ました。
今の皇室制度では認められていない天皇陛下の「生前退位」について、制度を改正して認めたほうがよいと思いますか、それとも、認めないほうがよいと思いますか、と尋ねました。「認めたほうがよい」と答えた人は８４％、「認めないほうがよい」は５％、「わからない、無回答」は１０％でした。
「認めたほうがよい」と答えた人に、制度の改正はどのような方法が望ましいと思うか、２つの選択肢から選んでもらいました。「皇室典範を改正して、今後すべての天皇が『生前退位』できるようにする」が７０％、「今の天皇陛下に限って『生前退位』を認める特別法を作る」が２５％、「わからない、無回答」が５％でした。
同じく「認めたほうがよい」と答えた人に、制度の改正はなるべく早く行うべきだと思いますか、それとも、時間をかけて慎重に行うべきだと思いますか、と尋ねたところ、「なるべく早く行うべきだ」は６９％、「時間をかけて慎重に行うべきだ」は２８％、「わからない、無回答」は３％でした。
社説　「共謀罪」法案　テロ対策便乗の悪法だ
北海道新聞2016/09/02 08:55
　政府は過去３度廃案になった「共謀罪」の新設について、罪名を「テロ等組織犯罪準備罪」に改めるなどした組織犯罪処罰法改正案をまとめた。今月召集の臨時国会への法案提出を検討している。
　犯罪の共謀だけでは罪とせず、従来の案の適用要件に資金集めや物品取得などの「準備行為」を追加した。適用対象は「団体」から「組織的犯罪集団」へと狭めた。
　だが、市民生活の自由を侵し、監視社会を助長する懸念がある悪法に変わりはない。
　特定秘密保護法、安全保障法制に続き、安倍政権は問題のある政策を選挙では封印し、終われば強引に進める手法をまたも繰り返そうとしている。民主主義のあり方としても認められない。
　共謀罪は従来の案では、犯罪実行の合意があるだけで処罰対象とされた。行為を罰する刑法の原則に反し、憲法が保障する思想・信条や集会・結社の自由を侵害するとの危険性が指摘されてきた。
　そこで適用範囲を限定し、２０２０年の東京五輪・パラリンピックに向けたテロ対策と位置付ければ理解されると踏んだのだろう。
　しかし捜査当局の拡大解釈を許す懸念はなお残る。まず、組織的犯罪集団の定義があいまいだ。
　さらに、対象となる罪は「４年以上の懲役・禁錮刑が定められている」もので従来と変わらない。その数は６００を超え、窃盗や詐欺、道交法違反なども含まれる。
　罪名の「テロ等」の「等」は、摘発されるのがテロの準備行為だけではないことを示す。
　準備行為の具体例にも、解釈を広げる「その他」が付く。
　例えば沖縄米軍基地反対のデモで路上に寝転び警察車両を止めようと計画し、何らかの準備に入っただけで、組織的威力業務妨害準備の疑いで逮捕されかねない―。
　共謀罪に詳しい弁護士からはこんな指摘も出ているという。
　摘発の網を広げておき、やがては共謀や準備行為立証のために通信傍受などプライバシーに踏み込む捜査が横行し、市民生活の監視が強まることが懸念される。
　共謀罪新設は、国連が００年に採択した国際組織犯罪防止条約締結に向けた国内法整備として必要というのが政府の主張だ。
　だが日弁連は、日本には殺人など重大犯罪の準備段階で処罰できる規定が整っており、共謀罪がなくても締結は可能と反論する。
　テロへの不安に便乗し、重大な人権侵害の恐れがある法律を作ることは許されない。
社説　［IUCN勧告］新基地見直すしかない

沖縄タイムス2016年9月2日 07:00

　世界最大の自然保護ネットワークが、名護市辺野古への新基地建設に「待った」をかけた。

　世界１７０カ国以上の政府や政府機関、非政府組織（ＮＧＯ）で構成する国際自然保護連合（ＩＵＣＮ）は、名護市辺野古を含む沖縄本島の外来種侵入防止対策の強化を求める勧告を決議した。日本自然保護協会など国内のＮＧＯ６団体が共同で提出したもので、電子投票の結果、圧倒的多数で採択された。

　強制力はないものの、日米両政府も加盟する国際的な組織の判断である。その意味は極めて大きい。

　決議が勧告する内容はこうである。

　日本政府は、辺野古へ土砂を搬入する前に、外来種の早期発見方法を確立し、リスク軽減へ専門家と議論を深める。建設地と周辺を継続的にモニタリングし、外来種を早期発見・根絶する。米政府は、日本政府と協力し、沖縄に侵入する外来種の影響を最小化する。ＩＵＣＮ本部は、外来種を早期に発見するモニタリング能力を高める－。

　新基地建設に伴う埋め立てで、日本政府は島外７地区から最大１７００万トンの土砂を持ち込む計画だ。かつてない規模の事業である。アルゼンチンアリなど、沖縄では確認されていない外来種が混入し、固有の生態系が破壊される恐れが指摘されている。

　勧告が示した混入対策は、「日本政府にとってハードルがかなり高い」（ＮＧＯ）内容とされる。自然保護の観点から国際社会が新基地建設を厳しい目でみている証しである。両政府は重く受け止めるべきだ。

■　　　　■

　辺野古沿岸海域や大浦湾は生物多様性に富み、固有の生態系を育んでいる。国の天然記念物ジュゴンも生息し、保護の重要性は広く知られている。

　本来なら今回のような勧告を受けるまでもなく、日本政府が自ら、大規模な埋め立て計画の見直しに動くべきだ。

　ところが日米両政府は「辺野古が唯一」として新基地建設の意向を変えようとせず、今回の投票で棄権に回った。外務省が、勧告の文案から「辺野古」関連の記述を削除するよう２度にわたってＩＵＣＮに求めていたことも分かった。

　ＩＵＣＮは２０００年、０４年、０８年と過去に３回、沖縄のジュゴンなどの保護勧告を出している。勧告には、国際条約と同じ重みがある。にもかかわらず、実効性ある保護策を取ることなく埋め立てへ突き進む政府の姿勢は、国際的に問われているのである。

■　　　　■

　生物多様性への世界的な脅威として、ＩＵＣＮは第一に生息地の破壊、第二に外来種の問題を挙げる。

　島外からの大量の土砂搬入による埋め立ては、海域だけでなく陸上部分の生態系にも影響が及ぶ懸念がある。つまり、新基地建設は、やんばるの森の姿をも変える恐れがあるということだ。

　今回の勧告は、日米両政府と併せてＩＵＣＮ本部にも対応を求めている。責任を持って積極的な関わりを要望したい。

社説　民進党代表選　不信をぬぐう第一歩に
朝日新聞デジタル2016年9月3日（土）付
　民進党の代表選挙が告示された。蓮舫代表代行、前原誠司元外相、玉木雄一郎衆院議員の３人が立候補し、２週間の選挙戦がスタートした。
　新代表の任期は３年。２０１８年末までに行われる次の衆院選では安倍首相と対決する可能性が高い。
　民進党が今後、政権交代可能な２大政党の一翼を担う政党であるために、どんな立ち位置をとるべきか。きのうの日本記者クラブ主催の討論会で、各候補が考えを語った。
　「批判から提案、批判から創造」（蓮舫氏）
　「自民党の社会モデルを変える」（前原氏）
　「自民党では失われたリベラルで優しい保守の理念をど真ん中に置く」（玉木氏）
　民進党として次世代の日本をどう描き、そのためにどんな政策を展開するのか。
　１５日の投開票に向けて、理念と政策をさらに深掘りした論戦を望む。
　各候補はきのう、政権転落後の党の現状について口々に反省を語った。「安倍政権の支持が高い原因は受け皿となる野党がないこと。野党第１党の責任は極めて大きい」（前原氏）
　安倍首相の「１強」が言われるなか、民進党は国民の信頼を失ったままだ。朝日新聞の最新の世論調査でも民進党の支持率はわずか８％。自民党の４分の１以下にとどまっている。
　この間、安倍政権は特定秘密保護法や安全保障関連法といった国論を二分する法律を数の力で押し通した。民進党をはじめ野党は、政権の行き過ぎにブレーキをかけるという野党本来の役割を果たせていない。
　民進党はこの代表選を、いま一度、政権交代の可能性を感じさせる政党へと再生する基盤を築く第一歩にすべきだ。
　そのことは、ただ民進党のためではない。国会審議が緊張感を取り戻し、日本の民主主義が健全に機能するためである。
　それに向けて、民進党がなすべきは、国民が共感できる日本の将来像と、説得力ある政策と方針を示すことだ。
　アベノミクスに反対なら、民進党としての経済政策をどう描くのか。討論会では５兆円の「こども国債」といった提言も出ていたが、持続可能な社会保障と財政をどう構想するのか。安倍政権がめざす憲法改正にどう向き合うのか。参院選での野党共闘や市民との連携を、次の衆院選でどう生かすのか。
　広く国民に開かれた論戦の過程で、理念と政策を鍛える。そんな代表選にしてもらいたい。
社説　民進代表選告示　共産との共闘を見直せるのか

読売新聞2016年09月03日 06時00分

　低迷が続く党勢を立て直すための転機にできるのだろうか。

　結党後初の民進党代表選が告示され、蓮舫代表代行、前原誠司・元外相、玉木雄一郎衆院議員が出馬した。１５日の臨時党大会での投開票で、新代表を選出する。

　論戦の焦点は野党共闘のあり方だ。蓮舫氏は共同記者会見で「綱領、政策が違う政党と政権を目指すことはあり得ない」と強調し、共産党との連立を否定した。

　ただ、岡田代表らの支持を受ける中、野党共闘の基本的枠組みは維持する考えを示している。

　前原氏は「岡田路線はリセットすべきだ」と語り、蓮舫氏との違いを見せた。玉木氏も、共産党などと「一線を画す」と述べた。

　安全保障政策や天皇制で隔たりの大きい共産党とどう連携するかは、民進党の将来を左右する。

　３氏は、衆院選の選挙協力に関する民進、共産など４野党の合意を明確に否定しなかった。

　結局、共産党の票欲しさに妥協を重ねることにならないのか。

　政権選択選挙である衆院選で協力する場合、基本政策で現実的な合意をまとめる必要がある。

　憲法改正論議を巡っては、３氏とも前向きな姿勢を示した。蓮舫氏は「地方自治のあり方」の見直しに言及した。前原氏は、９条について「自衛隊の位置づけがない」と不備を指摘した。玉木氏も党提言の作成に意欲を見せた。

　安倍政権下での議論を全面否定した岡田執行部の路線を現実的に修正するのなら、評価できる。

　本来、改正の発議には民進党が加わることが望ましい。だが、民主党時代から、党内に賛否両論を抱え、本格的な憲法論議を先送りしてきた。新代表には、その悪弊を断ち切れるかが問われる。

　疑問なのは、安全保障関連法の廃止を要求する岡田執行部の方針について、３氏がなお踏襲する構えを見せている点である。

　安保関連法は、厳しい安保環境に対応するための法律だ。米国など関係国も高く評価する。

　民進党が政権交代を本気で目指すのであれば、国際連携をより重視した政策に転換すべきだ。

　経済政策についても、３氏はアベノミクス批判に終始した。代表選を通じて、説得力ある対案を示さなければ、根強い国民の不信感を払拭するのは困難である。

　前原氏は５４歳、蓮舫氏は４８歳、玉木氏は４７歳だ。民進党は、６３歳の岡田氏からの若返りで、党のイメージを変えたいのだろう。だが、肝心なのは党の路線と政策だ。

社説 　民進党代表選　「中道・穏健」の政策競え
毎日新聞2016年9月3日　東京朝刊
　民進党が結成されて初めての代表選が告示され、蓮舫代表代行、前原誠司元外相、玉木雄一郎国対副委員長の３氏が立候補した。 
　「自民党１強」状況が続く中、民進党は今、２大政党の一角を担うことができるのかどうかの瀬戸際に立っていると言っていい。そもそも民進党は何を目指す政党なのか。根本から問い直す論戦が必要だ。 
　その意味で旧民主党政権で閣僚を経験した蓮舫、前原両氏に加え、若手の玉木氏が出馬したのは歓迎したい。従来の枠にとどまらない議論を積極的に仕掛けてもらいたい。 
　「民進党は崖っ縁だ」と前原氏が語ったように３氏とも危機感は共有しているようだ。総じて言えば「中道・穏健」路線を目指している点も共通しているとみていいだろう。 
　安倍晋三政権の政策スタンスは、過去の自民党政権と比べて大幅に右に寄り、復古主義に傾きがちだ。一方、民進党はこのところ安倍政権と対抗するために従来以上に立ち位置を左に取ってきた嫌いがある。 
　結果として今の日本政治は、かつては自民党が包括してきた「中道＝真ん中」に大きな穴が開いている。民進党がそれを埋める役割を果たしていくのは重要だ。 
　しかし、寛容さや多様性を重んじる「中道・穏健」路線を進めて、どんな国を目指していくのか。まだ３氏ともに生煮えだというほかない。 
　３氏が発表した政見には、こんな言葉が並んでいる。 
　「若年・現役世代への投資を充実させ、安心の好循環社会をつくる」（蓮舫氏）、「分断を乗り越え希望を分かち合う社会へ」（前原氏）、「都市の快適さと田園の安らぎが両立する２１世紀の田園都市国家構想」（玉木氏）−−。 
　具体的には、玉木氏が「こども国債」の発行を提案するなど、いずれも教育や子育て支援の拡充策が目を引く。だが、安倍政権も最近は、この分野に力を入れている。今後、各地で開催される候補者同士の討論会などを通じて、政策を競い合って具体化し、今の与党とはどう違うのか、もっと明らかにすべきだ。 
　無論、野党共闘のあり方や憲法に関する議論も避けて通れない。共産党と連立政権は組まないという点では３氏は歩調を合わせているが、選挙協力に関しては温度差がある。憲法改正に対する考え方も一致はしていない。いずれも代表選を通じて党として原則を固める必要がある。 
　失った信頼を回復するのは容易ではない。まずは政策を地道に打ち出していくことだ。そして党を挙げて徹底的に議論し、新代表が決まったら一致して支える。そんな当たり前のことをする代表選を望みたい。 
社説　政策の旗競う民進代表選に 
日経新聞2016/9/3付
　民進党の代表選が２日に始まった。蓮舫、前原誠司、玉木雄一郎の３氏が立候補し、所属議員や党員・サポーターらの投票で15日に新代表が決まる。７月の参院選では「何をしたい党なのかがよく分からない」との有権者の声も聞かれた。政策の旗を競い、党の針路を示す論戦を期待したい。
　野党第１党として最大の課題は安倍政権への批判の受け皿になり得ていない現状からの脱却だろう。2009年に発足した旧民主党政権は、政策の実行力を欠き国民の期待を大きく裏切った。
　３候補者は告示後に日本記者クラブで共同会見し、「国民の信頼がない。今の民進党の姿を変えたい」などとそろって危機感を口にした。問題は党をどう立て直すかだ。そのためには安倍政権への対立軸を明確にし、有権者に政策を地道に訴えていくしかない。
　記者会見で蓮舫氏は「安心の好循環社会をつくる」、前原氏は「ヒューマン・ファースト」、玉木氏は「人への投資の大幅拡充」を訴えた。子育てや教育、職業訓練などに予算を重点配分する考え方は共通している。人口減に歯止めをかけるため若い世代に寄り添う問題意識は理解できる。
　一方で玉木氏は年間５兆円規模の「子ども国債」を発行して子育てや教育に重点配分すると提案し、蓮舫、前原両氏も賛同した。膨張する年金、医療、介護などの制度改革には触れなかった。難しい課題や成長戦略にどう取り組むつもりなのかを知りたい。
　旧民主党政権は消費増税などを巡り党内が激しくきしんだ。代表選できちんと基本政策を詰めておく必要があり、安全保障や憲法改正への立場も問われる。
　民進党への期待は残念ながらそう大きくない。だが政権交代の受け皿として野党の存在は重要だ。今回の代表選は民進党がその一翼を担えるかどうかの分岐点になる可能性がある。党内では野党共闘の進め方などに注目が集まるが、目指す日本の将来像が分かるような骨太の議論をして欲しい。
産経新聞2016.9.3 05:02更新 
主張　民進党代表選　万年野党の道に進むのか
　参院選で敗北を喫した後の再出発であり、民進党になってから初の党首選びでもある。
　政権の受け皿としての道を再び模索するのか。それとも、消失しない程度の勢力は何とか保ち、生き延びたいのか。
　自民党の「１強多弱」の下で、野党第一党の民進党がどちらの道に進もうとするのかは、けっして小さな問題ではない。
　予想された蓮舫代表代行と前原誠司元外相に加え、玉木雄一郎国対副委員長も立ち、党再生に向けて３氏の論戦の構図ができたことはよかった。
　だが、そんな期待もすぐに裏切られた。民進党の今後にとって死活的に重要といえる、共産党との連携を破棄するかについて、立場を鮮明にする候補が一人もいなかったことである。
　民進党は参院選で、日米安保廃棄などを唱える共産党との野党連携に奔走した。外交安全保障を含む基本政策は脇に置き、政策的に無責任な主張にとどまった。
　そうした姿勢が敗北を招いたことを認めるのに、なお躊躇（ちゅうちょ）するのだろうか。
　さすがに、３氏は次期衆院選での野党共闘には基本政策の一致が必要だとの認識を口にした。
　だが、共産党との連携の是非について、蓮舫、前原両氏は「他党の判断」と言葉を濁し、玉木氏は選挙区の事情を挙げた。共産党の票はもらいたい、とはっきり述べた方がまだわかりやすい。
　「野合」との決別を宣言する候補がいないこと自体にあきれる。これでは、代表選の意義もどれほどのものか疑われよう。
　参院選で掲げた安保法廃止の戦いには敗れた。中国の無法な海洋進出や北朝鮮の核・ミサイル問題など、現実の危機にどう対処するかという課題から、いつまで逃げ回るつもりなのか。
　思ったほどの成果が上がらず、安倍晋三首相が自ら「道半ば」と認めざるを得ないアベノミクスについても批判しきれていない。
　分配政策を重視するなら、財源はどう確保するか。自らの成長戦略を提示できなければ、政府との論戦は深まらない。
　憲法改正について、「安倍政権下では議論しない」といったこれまでの子供じみた態度を改めるのは当然だ。議論の材料として、党独自の改正案をまとめると言い切る候補はいないのか。
民進代表選　政策と覚悟が試される

東京新聞2016年9月3日

 　民進党代表選は三候補の争いとなった。有権者が再び政権を託せる政党へと生まれ変われるのか。衆院選を二年以内に控え、崖っぷちである。政権を担うための具体的な政策と覚悟が試されている。

　三月の民進党結党後初の代表選がきのう告示され、蓮舫代表代行（４８）、前原誠司元外相（５４）、玉木雄一郎国対副委員長（４７）の三氏が代表の座を争うことになった。

　代表候補を含め民進党に関わるすべての人たちにとって、党の存在意義が問われる代表選である。

　共同通信社が八月八、九両日に実施した電話世論調査では民進党の政党支持率は９・６％にとどまる。前身の旧民主党が政権交代を果たす直前の二〇〇九年七月の世論調査では、同党の支持率は２６・５％にも上っていた。

　政権交代に対する期待感が高まっていた当時と比べ、有権者の目が今、いかに厳しいかが分かる。

　旧民主党政権時代、政権公約を破って消費税率引き上げを決め、党が分裂した。政権や党を運営する力量不足が、国民の不信感を生み、民進党に変わっても、いまだに解消しきれていない。

　このまま手をこまねいていては万年野党である。政治に緊張感をもたらすには政権交代可能な勢力が常に待機し、有権者が選択できる状況にしておくことが必要だ。

　安倍自民党の独走に歯止めをかけられず、自民党以外に政権の選択肢を持てないとしたら、日本の民主主義の危機でもある。

　格差拡大や強権的な政権運営など「安倍政治」には問題が山積する。どう変えるのか、実現可能性のある具体的な政策を競い、財源の裏付けを含めて示すべきだ。

　民進党が、多くの勢力を糾合した「寄り合い所帯」であることは否定できない。それ故の政策の曖昧さも指摘される。

　そうした批判をはねのけ、有権者の信頼を回復するには、やはり理念や基本政策をめぐる議論を深めることが避けられまい。

　例えば、憲法改正や安全保障政策である。これまでは党の分裂を恐れ、深入りを避けてきた分野だが、再び政権を担うとしたら、曖昧なまま放置し、政権批判に徹するだけでは済まされない。

　三候補は十五日の投開票に向けて全国十カ所で街頭演説会や候補者討論会に臨む。地方議員や党員・サポーター票の割合が高く、永田町の論理では決まらない開かれた代表選である。多数派工作ではない堂々の議論を期待したい。

 

神戸新聞2016/09/02
社説　民進党代表選／国民に選択肢示す論戦を
　民進党の代表選がきょう告示される。既に名乗りを上げている蓮舫代表代行、前原誠司元外相に加え、若手を中心に「第三の候補」をぎりぎりまで模索する動きがある。
　旧民主、旧維新両党の合流後、初の代表選である。野党第１党として「安倍１強」政治にどう立ち向かい、どんな旗印を掲げて国民の信頼を取り戻すのか。開かれた議論を通じて、党の理念と政策を明らかにする場と位置付けるべきだ。
　まず厳しい現状を党内で共有する必要がある。現執行部は、先の参院選について「敗北だが、次に向けた踏み台は確保できた」とした。政権を担う政党として再起を目指すには甘い総括ではないか。
　獲得した３２議席は、旧民主党として戦った３年前の１７議席を上回ったが、改選議席４３は大きく減らした。一矢報いた選挙区もあるが、全体としては国政選挙で安倍自民党に４連敗中だ。目標とした「改憲勢力による３分の２議席阻止」はかなわなかった。６月時点の党員・サポーター登録数は約２４万人で、合流前の両党分より３万人近く目減りしている。
　党名を変えても、有権者を失望させた民主党政権の「負の記憶」がこびりついている。退任する岡田克也代表と同様、蓮舫氏と前原氏は閣僚として政権の中枢を担った。その反省と教訓を「踏み台」にするために、より厳しい総括と、過去を乗り越える展望を示す責任がある。
　長らく棚上げにしてきた党内の路線問題は避けて通れない。
　一つが憲法改正への見解だ。蓮舫氏は「９条は絶対に守る」とした上で「議論には積極的に参加する」という。改憲が持論の前原氏は「最優先課題とは思っていない」と党内リベラル派にも配慮を示す。
　野党共闘路線を政権選択の衆院選で続けるかも論点だ。蓮舫氏は「基本的枠組みは維持する」とした上で、共産党との連立は否定する。「共産党はシロアリみたいなもので協力したら党の土台が崩れる」と批判していた前原氏は「政策論議の末の共闘に努力する」と軟化した。多数派工作のために結論を曖昧にするなら同じことの繰り返しだ。
　意見の違いを認め合い、議論を通じて合意を形成していく。数の力で押し切る「安倍政治」とは違う政治の姿を国民に示す代表選にしなければならない。
徳島新聞2016年9月2日
社説　民進党代表選  実効性のある政策論争を  
	


　民進党の代表選がきょう、告示される。蓮舫代表代行と前原誠司元外相が立候補する見通しだ。ただ、第三の候補が出る可能性が残っており、流動的な面もある。
　蓮舫氏は知名度と発信力を武器に、初の女性代表として「提案型の政党」を目指す。　一方、前原氏は豊富な政治経験に柔軟性を加味し、新鮮さをアピールする構えだ。
　当初、蓮舫氏が独走するかに見えた代表選レースが、前原氏の出馬で選挙戦になるのは歓迎すべきことだ。
　野党第１党のリーダーを目指す候補は、党員はもちろん広く国民に、国づくりのビジョンを提示してほしい。
　「１強」の安倍自民党に対抗して、政権を奪還する気概と力量も問われる。活発な政策論争を期待したい。
　蓮舫氏は「私たちには対案があるが、残念ながら国民に伝わっていない。批判ばかりと思われている。代表としてここを変えたい」と述べた。
　前原氏は、思い描く国家像について「全ての子どもにチャンスを与える。希望と安心を国民に与えることで、社会を成長させる」と語った。
　「言うはやすく行うは難し」だ。国民との約束を果たせなかった旧民主党政権での失敗を踏まえ、実現可能で実効性のある政策を示してもらいたい。
　蓮舫氏は民主党政権の「事業仕分け」で注目を集め、行政刷新担当相を務めた。
　前原氏は野党時代の代表経験者で、民主党政権でも要職を歴任している。
　政権からの転落を招いた責任は２人ともにある。
　思い起こすのは、民主党政権が国民から見放される一因となった、執行部と小沢一郎氏の離党に至る党内抗争だ。
　今回、蓮舫氏は執行部系などの支援を受け、前原氏は非主流派などに支持を広げた。
　対決の構図ははっきりしていないが、各グループの合従連衡による国民不在の多数派工作に終始すれば、党勢の回復どころではなくなる。
　両氏はそれを肝に銘じる必要がある。
　民進党は、参院選で１人区を中心に議席回復の兆しを見せたが、衆参両院で「改憲勢力」に３分の２の議席を許す結果となり、岡田克也代表は代表選出馬を断念した。では何が足りなかったのか。
　民主党からの党名変更や共産党を含む野党の選挙協力など、確たる理念や政策を練り上げず、選挙優先で動いたことを国民はよく見ている。政権交代可能な責任野党としての信頼感に欠けているのだ。
　両氏は、野党共闘の在り方や憲法について、説明を尽くさなければならない。
　推薦人を集めた議員が出馬すれば、三つどもえの戦いになる。さまざまな主張をぶつけ合うのは結構なことだ。
　民進党の代表選は、国会議員票とともに、地方の党員票なども結果を左右する。
　大都市との格差拡大や人口減に悩む地方の活性化策も、大いに語ってもらいたい。
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